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このたびの東日本大震災により亡くなられた方々、ならびに被災された

方々には、心よりのお悔やみとお見舞いを申し上げますとともに、被災地の

少しでも早い復旧をお祈り申し上げます。

当協会としては、ファシリティマネジメントの一環として、既存建物等フ

ァシリティの防災対策の推進に、引き続き努力していく所存です。

また、当面お役にたてる施策として、「緊急節電セミナー」を企画し、4月

18日と26日の2回実施いたしました。震災の影響で、電力会社の発電能力が

約40％低下し、首都圏エリアは、大規模停電に見舞われる危機下に置かれて

おり、政府は、各方面に対し電力需要抑制についての緊急な協力を要請して

います。この情勢を受けて、「緊急節電セミナー」を開催し、会員企業のみ

ならず、広く一般企業・地方自治体を対象とし、「緊急節電」の必要性につ

いての意識昂揚と、具体的手法に関する知見の普及を行い、もって喫緊の要

請である、首都圏エリアの電力需要抑制に貢献するために企画したものです。

セミナーは、企業、自治体、大学、研究所等から省エネや節電に見識と実

績をお持ちの方々10数名の方々に講師としてご協力いただくと共に、豊富な

資料提供もさせていただきましたところ、約1,000名の方々のご参加を得、

熱心な聴講の姿勢と共に、関係者の関心の高さがうかがわれました。NHK

はじめ、マスコミの取材も行われました。緊急節電セミナーの詳細について

は、このセミナー実施を提案するとともに、プログラムの構成にご尽力いた

だいた、JFMAカレント編集委員のひとりである緑川道正氏（日本メックス

担当部長）が、本号で速報しております。

さらに、災害復旧・復興に資するファシリティマネジメントについて、

東日本大震災とファシリティマネジメント

社団法人
日本ファシリティ
マネジメント推進協会

（JFMA）会長

坂本　春生
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当協会の「ヘルスケアファシリティマネジメント研究部会」有志の皆さんが、

「今後の100年・500年のための第一歩が、仮設計画から始まります」と題し、

別掲の提言をまとめていただきました。すでに、JFMAのホームページに掲

載をいたしております。その内容については、今後議論はあるとは思います

が、「緊急節電セミナー」と同様、速やかにアクションを取ることの意義を

考慮し、本号紙面にてご紹介いたします。

このたびの震災発生により、建物とまちづくりのあり方、ライフスタイル

とワークスタイルのあり方、省エネの意義等、ファシリティマネジメントの

分野で扱ってきたテーマの重要性について、改めて認識させられました。

また、JFMAの活動の場を介して築かれてきた、ファシリティマネジメン

ト各分野の多様な専門家のネットワークが、上記緊急節電セミナーや提言の

速やかな実行を可能にしました。

わが国におけるファシリティマネジメントは、さらに必要とされるように

なるでしょう。JFMAは、ファシリティマネジメントの需要家と供給者がと

もに参画し、研鑽できる各種の「場」を提供することにより、わが国のファ

シリティマネジメント普及と定着に貢献していく所存です。関係の皆様のご

理解とご協力を、心よりお願い申し上げます。
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1．東日本（東京電力、東北電力エリア）の電力状況

今回の東日本大震災によって、日本経済、企業活動、

社会生活は大きな打撃を受け、困難に直面しています。

課題は多く、また大きく、その全貌を把握するだけで

もかなりの時間と努力を要しますが、中でも震災をキ

ッカケとして生じた電力需給のアンバランスにより、

万が一でも停電発生となった場合の影響は、IT化、グ

ローバル化が高度に進んだ現代において計り知れない

程のものとなります。

電力需給ギャップがどのように推移していくかは、

供給能力の回復状況や気候によって大きく変動してい

くわけですが、何れにしても今夏（および暖房ピーク

期）は大胆な節電が求められることから、ファシリティ

マネジャーは先頭に立っての適切な対応が必要となり

ます。

上図は、東京電力エリアにおける昨夏の最大電力発

生日（7月23日）トレンドグラフです。

今夏が昨年と同様な電力需要、気候だとしても、か

なりの供給不足（⇒節電対応）が必要であることが分

かりますが、平成13年（7月24日）に6,430KWを記録し

たのを最高に、この10年間の内、6年も6,000KWを超え

た年度があり、現状の電力使用状況の適確な把握と徹

底した節電計画の作成、実行（PDCA）が求められて

います。

2．環境行動計画の作成、効果の見える節電の実行

昨夏の最高使用電力を確認し（不明な場合は電力会

社に提供依頼）、節電目標を明確化することが第一です。

そのためには、

①現状で、時間帯・曜日・季節によって停止、時間短

縮・変更、設定緩和などによる電力低減がどれだけ

になるか確認し、平行して社員をはじめ、各ステー

クホルダーに対しての周知・啓蒙、節電方法の提供

等も進める。

②パートナーを含めた節電連絡会議を定期開催し、

PDCAに沿って取り進めていく。

③目標に足りない場合、潜在化している電力ロスを洗

い出し是正を図る（冷房・換気運転や蓄熱・放熱運

転適正化など）。外部専門家による支援を検討するこ

とも効果的。

④グループ、同業他社その他で電力使用ピークを平準

化していく　等の検討、実施が求められます。

下記に節電行動計画の作成例（経済産業省）を示し

ます。

JFMA主催　「緊急節電セミナー」開催報告 

昨年夏季・電力最大需要日



5JFMA Current No.163 2011年5月

3．緊急節電セミナーの開催

以上から、JFMAでは、4/18と4/26の2回に渡って緊

急節電セミナーを開催しました。

以下に講演概要を記しておきます。

①「節電・省エネルギーを妨げる“バリア”とその解

消策」

（財）電力中央研究所　木村氏

過剰なエネルギー使用になっている例が多いこと、節

電が進まない理由、改善事例などを豊富なデータで説明

していただきました。研究者らしい切り口も好評でした。

②「かながわecoネットワーク～企業・市民・NPO・行

政のパートナーシップによる地球環境保全の推進～」

神奈川県地球温暖化対策課　浦氏

神奈川県は、93年の「アジェンダ21かながわ」採択を

はじめ数々の有効かつ有機的なネットワークを構築し、

進められてきています。その手法や成果は、節電対策に

も参考となる制度や成果が多く、引き続いての展開が注

目されます。講演では、企業・各種団体・学校・自治体

（市町村）からNPO・住民までを網羅しての「かながわ

ecoネットワーク制度」や「マイアジェンダ制度」等、興

味深い取組みがお聞きできました。

③富士ゼロックスの節電活動のご紹介

富士ゼロックス　木村氏

CSR、サステナビリティやステークホルダーといっ

たキーワードが、企業活動として重要視される前から、

同社はポジティブな環境マネジメントを進めてきたこ

とは、よく知られるところです。中でもよく知られる、

全社員を対象にしての「省エネ点検108チェックシート」

は今もって新鮮かつ有効なツールであることを認識さ

せられました。

総務の方にとっては常識（？）かもしれませんが、

コピー機や複合機での節電説明も大いに参考になるも

のでした。

④オフィスワーカーができる節電・省エネ

三菱地所設計　高瀬氏

国土交通省大臣官房官庁営繕部作成の省エネマニュ

アル「地球温暖化対策に寄与するための官庁施設の利

用の手引き」を主題に、テナントビルでの節電・省エ

ネの難しさと、可能性について説明いただきました。

用途・対策を区分しての節電可能性（26％＋α）につ

いては、もう少しじっくりとお聞きしたいとの感想を

かながわ ｅｃｏ ネットワーク 【 概要 】 

■ 参加組織 
● 企業 ・ 団体 ・ 学校 ・ 

● 自治体 ・ ＮＰＯ 等 

■ 主 な 登録内容 

率先実行 による 取組  パー ト ナーシ ップ による 取組  

�  温室効果 ガス 排出量削減 の 実 

績 や 数値目標  

�  見学 の 受入 れや 、 施設 の 開放 

の 有無  

�  グ リ ーン 購入 の 取組 の 有無  �  ホームページ や 冊子 による 環 

境情報 の 提供  

�  環 境 マネジ メントシステム の 有 

無  など  

�  公 開講座 の 開催 の 有無  など  

（ 組織 の マイアジェンダ ） 

5' 2011 Fuji Xerox Co., Ltd. All rights reserved.

作成責任者 ： 
作 成 日 ： 

富士 ゼロックス 総務 部 
20114.15

1.省 エネルギー 活動 の 進 め 方 
1.組織 の 整備 
2.人材教育 
3.省 エネ 目標管理 の 展開 
4.省 エネ 設備予算 の 確保 
5.省 エネ 管理標準 の 設定 
6.省 エネパ トロール の 実施 
7.一斉休業 （ 夏季 ） の 実施 
8.ノー 残業 デー の 設定 
9.定期的計測 、 記録 の 実施 
10. 計測器 の 設置 、 運用状況 
11. 使用量 の 把握 （ 月 、 年 ） 
12. 機器 の 日常点検 、 定期点検 の 実施 
13. 機器 の 清掃 （ フィ ル ター 等 ） 
14. PDCA目標値管理 
15. 継続的改善実施状況 

2.空気調和 、 換気設備 の 管理方法 
16. 温度設定 、 湿度 の 適正化 
17. 運転時間 の 見直 し 設定 
18. 不使用室 の 空調停止 
19. 空調区画 の 限定 
20.  HFC等 5ガス の 使用量管理 

4.照明 、 電気設備 の 管理方法 
21. 適正照度 の 管理 
22. 不要時間帯消灯 （ 昼光利用 ） 
23. 照明器具清掃 、 器具交換 
24. 灯具取付位置 、 回路分割 
25. 待機電力削減 （ 省 エネ 複写機 PCプリンター 等導入 ） 
26.ＯＡ 機器不要時電力遮断 
27.自販機省 エネ 型機器 の 導入 

5.昇降機 、 建物 の 管理方法 
28. 階段 の 利用 
29. 窓 の 日射防止 （ カーテン 、 遮光 フィ ルム ） 

7.自動車 の 省 エネルギー 法 
30. 定速走行 
31. 空気圧 チェック 
32. 暖気運転 の 削減 
33.ゆっ くり 加速 
34. 運転経路 の 最適化 
35. 環境配慮型車両 の 導入 
36. 車両 の 小型化 

省 エネ 点検 の オフ ィス と 事業所 の 共通 36 項目 
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持ちましたが、同氏のノウハウにあるデータセンター

での節電手法、事例も興味深いものであり、機会があ

ればそちらもと願うものです。

⑤戦う総務の節電・省エネ

キヤノンマーケティング　斉藤氏

後述の「パナソニック電工本社ビル」と並び、最新ハ

イスペックビルにおける（信じ難い？）節電・省エネ成

果事例として知られる「キヤノンSタワー」での省エネ活

動であり、内容も感動的なものでした。省エネビルなの

で「乾いた雑巾を絞っても何も出てこないだろうと」思

われていたが、結果として多大な節電・省エネ・省コス

トを達成したプロセスおよび手法は、ファシリティマネジ

ャーの立場からも非常に参考となる内容でもありました。

⑥ソニーグループにおける電力使用抑制への取り組み

ソニー　田村氏

インハウス側の総務にこんなに凄いレベルの方がお

られる場合、専門家・サプライヤーは何をすれば・証

明すればいいのかと悩むのでは、との思いで講演を聴

いていました。

BEMS（ビルディング・エネルギー・マネジメン

ト・システム）データの解析を含め、節電対策の抽出、

具体的な電力抑制施策、フォローアップの手法などは

会場いっぱいのリスナーにとっても参考になったので

はないでしょうか。今夏に向けた同社の節電自主計画

も注目される内容になる模様ですが、今後とも注視し

ていきたい事例です。

⑦協働スキームによるビル省エネ、計測・見える化に

よるビル省エネ

パナソニック電工　栗尾氏

06年度の経済産業大臣賞受賞（省エネ優秀事例全国

大会）によって同社および対象となった本社ビルでの

省エネ・節電手法、成果は大きな話題となり、世間の

関心を呼びました。

推進・管理体制の整備やリーダーシップの大切さを

再認識するのと同時に、最新鋭・ハイスペック・ショ

ールームを含む大規模多用途ビルにおいて、2018年ま

でにエネルギー原単位を竣工時（03年）比較で50％削

減しようと（10年度実績では37％削減の実績）する心

意気と、それを裏付けるスキーム、システムは本当に

賞賛されるものです。

Ⅰ .今日 のお 話 しの 概要 

■ 当事業所 （ キヤ ノン Sタワー ） は 建設当初 から 「 省 エネビル 」 とし 
て 設計 され 、 平成 15年 4月 に 竣工 した 。 

■ 省 エネビル なので 「 乾 いた 雑巾 を 絞 っても 何 も 出 てこないだ 
ろう 」 と 思 われていたが 、 諦 めず 、 できる 事 を 一 つ 一 つ 積 み 上 げ 
て 行 くと 宝 の 山 が ゾロゾロ 出 て 来 た 。 

結果 として 、 特段 の 費用 をかける 事 なく 運用面 だけで 取組 み 、 

開始 から 3年間 で 、 1次 エネルギー の 使用量 を 24.6%削減 
4,400万円 の コ ス ト ダウン を 実現 した 。  
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■ 計測 データ を 活用 した 専門家 による 推進体制 6

データ 転送 

社外専門家 
( 施工者 )

SatTool

メール 受信 

SatTool

社外専門家 
( 設計者 )

メール 受信 

SatTool

照明 Icont

BEMS 中央監視盤 

空調 Icont防犯 Icont
・・・ 
・・・ 

BAシステム 

社内 
専門家 

SatTool SatTool

社内 
運用部門 各員 が 事前 に 省 エネ 評価実施 

メール 討議等 で 事前検証実施 
各員 が 事前 に 省 エネ 評価実施 
メール 討議等 で 事前検証実施 

【 省 エネ 専門委員会 】 
・ 事前検証結果 を 基 に 、 ある 程度 の 見地 を 持 って 協議 
詳細 な 検証 ・ 対策立案 を 実施 
・ 検証 は データ をその 場 で 加工 、 分析 し グラフ 化 

【 省 エネ 専門委員会 】 
・ 事前検証結果 を 基 に 、 ある 程度 の 見地 を 持 って 協議 
詳細 な 検証 ・ 対策立案 を 実施 
・ 検証 は データ をその 場 で 加工 、 分析 し グラフ 化 

「 見 える 化 ・ 分析 」 ツール を 使 った 分析推進 の 効率化 「 見 える 化 ・ 分析 」 ツール を 使 った 分析推進 の 効率化 

省 エネチ ューニング の 技術的 な 検討 と 恒久対策 を 
効率的 （ 時間 ・ コスト ） に 立案 ！！ 
省 エネチ ューニング の 技術的 な 検討 と 恒久対策 を 
効率的 （ 時間 ・ コスト ） に 立案 ！！ 

※ データ 配信機能 は ＰＣ の 機能 を 活用 

JFMA「 緊急節電対策 セミナー (23.04.18) 25

省 エネ の ススメ , 

省 エネ 効果 

省 エネ 内容 

空調機器 のそばに 物 を 置 かないように 注意 しましょう 。空調機器 のそばに 物 を 置 かないように 注意 しましょう 。

　 壁 などに 設置 されている 空調機制御用 の 温度 センサー は 、 
室内 の 温度 を 感知 して 、 室内 が 適切 な 温度 になるように 空調 
機 へ 働 きかける 役目 を 持 っています 。 この 温度 センサー のそ 
ばに 発熱 する 機器 （ コピー 機等 ） を 設置 していると 、 室内 は 
涼 しいのに 空調機 は 暑 いものと 判断 して 、 冷 やし 過 ぎること 
になります 。 また 、 建物 の 外部 にある パッケージ 型空調機 の 
室外機 は 、 周囲 の 空気 と 熱交換 をしているため 、 まわりにも 
のを 置 くと 空気 が 滞 って 効率 が 低下 します 。 

　 空調機 を 適切 、 かつ 効率良 く 運転 させ 、 エネルギー 消費 を 
抑 えるために 、 一度温度 センサー の 周 りや 室外機 の 周辺 を 点 
検 してみましょう 。 

　 

※ 障害物 によ 
り 、 設定温度 
対 して 室内温度 
が 夏 － ２ ℃ 、 冬 
＋ ２ ℃ となる 想 
定 で 試算 。 

標準的 な 事務庁舎 の CO2発生量 の 約 0.1％ に 相当 。 

3,500
kg-CO2/ 年削減 

CO2

113
GJ / 年削減 

エネルギー 

14 .6万 
円 / 年削減 

￥ 

 

夏場 の デマンド 比較 （ 平日 vs休日 ） 

▲ 59％ 

▲ 25％ ライン 

7/21（ 水 ） 最高 デマンド 1,067kW （ FY10最高値 ） 7/21（ 水 ） 最高 デマンド 1,067kW （ FY10最高値 ） 

7/18（ 日 ） 最高 デマンド 437kW7/18（ 日 ） 最高 デマンド 437kW
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⑧高島屋の節電・地球温暖化対策及び百貨店協会の取

り組み 高島屋サービス　新村氏

デパートに代表される流通業界は、顧客サービス・

満足自体が商品でもあることから、節電や省エネが難

しいと思われる面もあります。その中で、COP3（気候

変動枠組条約締約国会議・京都会議）以前から全社的

な環境マネジメントを推進してきました。従業員5万人

による職場・家庭での節電意識やステークホルダー

（顧客）への「びっくり！エコ100選」イベント、経営

方針としての具体的なSRI（社会的責任投資）活動も注

目される内容です。

⑨森ビルの節電・デマンド対策とテナントエネルギー

開示 森ビル　武田氏

震災直後から機動的かつ効果的な節電対策をとって

きたのが、大手デベロッパー数社です。本講演では、

その具体的対策と活用したツールと成果が詳細に紹介

されました。

緊急策定され全ビルに配布された16項目の節電対策

も、「（大電力使用の）ターボ冷凍機運転抑制」、「キュ

ービクル換気ファン停止」といったオーナー判断が不

可欠な内容まで含まれ、他社にとっても参考となった

ことでしょう。

電力会社への供給もCSRの意味で大きく注目されま

した。

⑩計画停電後の自社及び保有ビルでの取り組み

東京建物　碓氷氏

講師の碓氷氏は、業界団体や行政の各種委員会のほ

かBCP、防災など多方面でご活躍されている方です。

1回目と2回目のセミナーの間に（社）日本ビルヂング

協会連合会からリリースされた「電力需給緊急対策へ

の対応」にも触れられ、最新資料も示していただきま

した。

同社経営層としての対応についても、用途や設備シ

ステム、管理体制が多様化した現代にあって「有人管

理ビル」、「無人管理、休館ビル」等に区分しての問題

点整理と対策提示などはファシリティマネジャーにと

っても大きな参考になるものと考えます。

⑪明るすぎるニッポンのオフィス照明！～1/2照度削減

で快適空間をつくる手法

オフィスビル総合研究所　本田氏

常識といわれていたオフィスの机上照度750ルクス

は、細かい視作業向けの推奨照度であり、現在のコン

ピュータ画面を通じて行うオフィスワークには半分以

下の照度でも支障はなく、大きな節電効果が見込まれ

ます。

必要なとき・ところに・必要なファシリティー環境

を提供するということはFMミッションの一つですが、

「オフィスは作業場ではない」という提示も含め大事な

視点・課題提起です。
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六本木 ヒ ルズ の 震災前後 の 電力需要 
六本木 ヒルズ 電量供給状況比較 

RH森 タワー ,
12,000KW

RH森 タワー ,
14,000KW

その 他 （ ホテル 、 
シネコン 、 住宅 ） ,
8,000KW

その 他 （ ホテル 、 
シネコン 、 住宅 ） ,
9,000KW

緊急節電分 ,
3,000KW

余力分 ,
1,000KW

0KW

5,000KW

10,000KW

15,000KW

20,000KW

25,000KW

30,000KW

震災前 　 3/10（ 木 ） 震災後 　 3/24（ 木 ） 

ピ
ー
ク
 電
力
 
（
ｋ
 W
）
 

東京電力 へ 供給 
4,000ｋW

 

びっくり ！　 エコ 100 選 

 「 一人 でも 多 くの 人 に 一 つでも エコ の 種 を 持 ち 帰 ってもらう 」 を テーマ に 
 平成 17 年 から 京都店 で 開催 している 環境取組 みを 啓発 する イベント 。 
 平成 20 年 から 新宿店 でも 開催 。 

従業員 に 向 けた エコアンケート 

 高島屋 で 働 く 従業員 は 5 万人 。 
 その 一人 ひとりが 仕事 ・ 家庭 で エコ 活動 を 実施 すれば 、 大 きな 力 に 。 
 第 1 弾 として 、 平成 20 年 に 全従業員 への 啓発 を 目的 とした 「 エコラ 
 イフ アンケート 」 を 実施 。 

環境投資 

 高島屋 が 排出 する CO2 の 削減 を 目的 に 、 各店舗 の 設備 （ 照明 ・ エス 
 カ レーター など ） を 省 エネ 型 も のに 更新 。 
 平成 20 年 から 、 5 年間 で 100 億円 を 投資 する 。 
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H23.3.17 18:00より 

・ 空調全停止 

・ 換気 ファン 全停止 

-

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

kW

H22.3.23 (火 )
H22.3.24 (水 )
H22.3.25 (木 )
H22.3.26 (金 )
H23.3.22 (火 )
H23.3.23 (水 )
H23.3.24 (木 )
H23.3.25 (金 )
H23.3.17 (木 )

H23.3.17
経済産業大臣声明 により 
緊急節電対応実施 

平成 22年平均 デマンド ： 1,430kW
（ 3/23 ～ 26の ４ 日間 ） 

平成 23年平均 デマンド ： 1,098kW
（ 3/22 ～ 25の ４ 日間 ） 

某 ビル の 節電効果 （ 最大電力 ） 

最大電力 約 ２ ３ ％ 低減 
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⑫「再生可能エネルギーの概要」と「グリーン電力証

書の活用法」

イオス･エナジー･マネジメント　岡田氏

日本のみならず、今後の世界（地球）はエネルギー

供給側からだけの措置・対応だけでなく、生活スタイ

ルも含めて使用者側からの視点、対応も強く求められ

ていきます。

温暖化防止、生物多様性、CSRといった新たなキー

ワードを含んだベストプラクティスが真剣に求められ

てくるわけですが、本講演で示された新エネルギー、

スマートグリッド、グリーン電力証書制度、デマンド

コントロールツール等々もその選択肢の一つになって

くると思われます。

⑬「（季節別）節電・省エネ・デマンド軽減対策」の具

体的手法

Current編集委員　緑川

有効な節電項目、手法は経済産業省、国土交通省を含

め数多く提示されています。大事なことは、本セミナー

各講師のようにそれを実践・実行するかどうかです。

ただ、BEMS に代表されるように80年代後半以降か

らのビル自動制御化等は、相対的オペレーション力の

不足・不適による電力ロス、温室効果ガスおよびエネ

ルギーコストの増加も数多く発生させ、課題となって

います。本項については、また機会により具体的な説

明の場を設けてと考えています。

⑬建築・住宅における夏期の節電方策と留意点/空調・

衛生工学会震災対応緊急提言

東京理科大学　井上教授

4月20日に、社団法人空気調和・衛生工学会／「震災

対応緊急節電」節電支援部会からビルおよび住宅の節

電ガイドが急遽リリースされました。井上先生はビル

（非住宅）部門の中心的存在としてもご活躍されておら

れますが、今回のセミナーでは熱源・空調設備の運用

方法変更（※）による節電対策を効果度・難易度判定

も加え、解説していただきました。

※①運用の適正化、②条件の緩和、③範囲の限定、

④負荷の平準化（電力ピーク時間帯の節電）

 

 

ーン 電力証書制度 、 デマ ン ドコ ン ト ロ ール ツ ール 等 々  もそ 

の 選択肢 の 一 つにな って く ると 思 われ ます 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

冷房 ピーク 時期 １ 週間 の 時間別最大電力比較 （ KW） 

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

0時 2時 4時 6時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時 

（
 K
W
）
 

8月 1日 （ 日 ） 
8月 2日 （ 月 ） 
8月 3日 （ 火 ） 
8月 4日 （ 水 ） 
8月 5日 （ 木 ） 
8月 6日 （ 金 ） 
8月 7日 （ 土 ） 

例 えば （ ２ ） 管理会社 との 打合 せで 協働分析 し てみる 
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【予告編】節電本番の夏前に、より詳細、具体的なプロ

グラムによるセミナー開催（第3回目）を企画しています。

左記はその一部で、4月11日に東大グリーンICTプロ

ジェクトから「『事業所における節電対策』とりまとめ」

としてリリースされた節電対策資料の一部ですが、次

回のセミナーでは同プロジェクト代表世話人である東

京大学大学院 江崎教授にご講演いただけることになっ

ています。

「節電対策」とりまとめ は、ビルや大学、自治体など

において節電の適否に大きく影響する項目を、具体事

例や効果検証も交えて記されており、今後の節電推進

において大きなヒント、ツールになると考えられます。

4．まとめ

・本号が出版される頃には、内閣府（電力需給緊急対

策本部）および経済産業省から「夏に向けた電力需

給に関する政策パッケージ」が示されているかと思

われます。

・これまでの省エネルギー（温暖化防止）対応とはま

た違った対策も求められるわけですが、国を支える

ともいえる産業・活動にも大きな影響を与える状況

でもあることから、電気事業法27条対応という範疇

に留まらず、あらゆる対策（※）を駆使しての節電

対応が必要とされます。

※夏季休業期間の延長、分散

操業・営業時間の短縮、残業の禁止

時差通勤、フレックスタイム、直行直帰、テレワ

ーク

生産拠点の見直し 等々　も含めて

・節電は、専門家や技術担当だけでなく、場合によっ

ては総務、ファシリティマネジャーがより大きな成

果を出す可能性があることは、キヤノンやソニー、

富士ゼロックス等の事例に明確です。

・パートナーも含めた節電推進体制を早期に構築し、

意識の共有・節電項目の抽出・効果検証をPDCA的

に進めていくことが何よりも大事で、最優先事項と

してください。

※1担当だけに任せたままでは、前例や狭い範囲のスキ

ルのみとなり、節電効果が上がらない場合もあり

※例えば、日常清掃後の洗濯機使用を翌朝にする、揚

水ポンプのポンプアップを早朝または夜間にするだ

けで首都圏全体では大きなデマンド軽減が図れる。

・省エネ、温暖化防止対応と同様に、緊急節電も業務

用ビル、住宅（家庭）の対応度が全体の節電効果に

結果として大きな影響を与えます。

ファシリティマネジャーも、それぞれの職場・組織

で対策の先頭に立ち、夏に向けて頑張っていきまし

ょう。

東大グリーンICTプロジェクト 
電力危機対策 
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5．参考；節電関係情報リンク　

（経済産業省）電力需給緊急対策本部

http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/

0325_electricity_supply.html

（経済産業省）ピーク電力削減策に関する説明会資料集

http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/029/

index.html

（経済産業省）節電自主行動計画書フォーマット

http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/032/

shiryo1-4.pdf

（日本ビルヂング協会連合会）電力需給緊急対策への対応

http://www.birukyo.or.jp/japan/information/index.html

（東京電力）電力の使用状況グラフ

http://www.tepco.co.jp/forecast/index-j.html

（東京電力）過去10年間の最高電力推移

http://www.tepco.co.jp/cc/press/08091601-j.html

当日における更なる節電対策

http://www.jdsa.or.jp/www/rireki/shousai/20PDF/

setsuden.pdf

昨年夏の各地方自治体における節電取組事例

http://www.enecho.meti.go.jp/policy/setsuden/02.jirei/

jichitai.pdf

（東京大学グリーンICTプロジェクト）事業所における

節電対策

http://www.jdcc.or.jp/news/article.php?nid=c81e728d

9d4c2f636f067f89cc14862c&sid=57

（空調・衛生工学会）「業務用建築における節電メニュ

ーと留意点」

http://www.shasej.org/topics/1103/setsuden20110420.pdf

（東京都環境局）用途・業界別省エネマニュアル

http://www.tokyo-co2down.jp/c1-jigyou/j2/j2-02.php

（社団法人情報サービス産業協会）省エネルギー対策事

例集

http://www.jisa.or.jp/report/shoene0907.pdf

（電気事業連合会）電力需要の負荷平準化

http://www.fepc.or.jp/present/jigyou/juyou/index.html

各業界向け「省エネルギー実施要領」

http://www.meti.go.jp/press/20080331014/20080331

014.html

ファシリテ ィ マネージ ャー 
エネルギー 管理企画推進者 

節電 ・ 省 エネ 担当者 　 など 

エネルギー 管理統括者 
事業者経営層 

自社従業員 
テナント 従業員 

テナント 経営層 
節電担当者 　 など 

経産省 ・ 経済産業局 
自治体 

省 エネルギーセン ター 
ク ールネ ット 東京 

ビル 管理会社 
ビル 管理員 

保守点検業者 
設計 ・ 施工者 
計装業者 

スーパーバ イ ザー 
節電 コン サル 業者 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 
Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

Ｈ 

Ｉ 

JFMA主催　第3回緊急節電セミナー　ご案内

JFMAは、4月18日、26日と「JFMA主催　緊急節電セミナー」を企画実施いたしましたが、両回とも定員一杯のお申込みを
いただき、参加いただけなかった方からのご要望おこたえするため、下記のとおり、3回目の開催を企画いたします。地方自治
体や大学における実施例などを含み、前2回とは内容が異なります。多数のご参加をお待ち申し上げます。

趣旨：3月11日に発生した東日本大震災の影響で、電力会社の発電能力が約40％低下し、首都圏エリアは、大規模停電に見舞わ
れる危機下に置かれており、政府は、各方面に対し電力需要抑制についての緊急な協力を要請しています。この情勢を
受けて、JFMAは、下記のとおり「緊急節電セミナー」を開催し、会員企業のみならず、広く一般企業・地方自治体を対
象とし、「緊急節電」の必要性についての意識昂揚と、具体的手法に関する知見の普及を行い、もって喫緊の要請である、
首都圏エリアの電力需要抑制に貢献することといたします。

セミナー概要
目　　的：「緊急節電」の意識昂揚と具体的手法に関する知見の普及を目的とした「緊急節電セミナー」の開催
日　　時：2011年6月1日（水）10：00～16：00
会　　場：タワーホール船堀　5階 大ホール（タワーホール船堀地図）

（東京都江戸川区船堀4－1－1 都営新宿線「船堀」駅すぐ）
定　　員：先着順　750名（定員になり次第締め切ります）
参 加 費：1,000円
申込方法：JFAM ホームページよりお申込み下さい。｠｠URL：http:/www.jfma.or.jp/
内　　容：緊急節電に資する実施事例・ノウハウ紹介等講演

（講演順調整中／内容と講師は一部変更になる場合があります）｠
詳細はJFMAホームページでご確認ください。

問合せ先：社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）
担当／清水・西村・加藤
TEL：03－6912－1177 FAX：03－6912－1178
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忘れ去られていた津波の記憶を、100年を超えるスパンで
目覚めさせた東日本大震災は、被災直後の人命救助期を過
ぎました。現在は、避難所におられる被災者に対して、生
命維持のための避難所から一定水準の生活を確保できる仮
設を提供する段階に移りつつあります。また、並行して、
復旧・復興のための様々な検討が開始されています。

応急に生活環境を作りながら、長期にわたる生活や都市
サービスの基盤を、限られた財政の中で短期間に構築しな
ければならないという、三重苦、四重苦の今だからこそ、
私たちの協会はお役に立つ責務があると痛感し、第一弾と
して、差し迫っている「仮設建設の在り方」を発表するこ
とにいたしました。

仮設は、期間限定の施設ではあれ、設備投資がゼロでは
ありません。政府では財源確保論が戦わされておりますが、
それ以上に、仮設建設を含めた復興コストを如何に軽減で
きかつ費用対効果を最大化できるかの解決策が大事です。
仮設建設にあたっての、重要なポイントを4点示します。
①仮設建設の場所は将来の本設を予定する立地を選び、仮

設建設を復興の準備活動にする
②被災が軽度な既存施設の周辺に、破壊された施設の機能

を仮設で集約し、将来の拠点化を導く
③浸水地域を建設制限区域に指定し、住宅・学校・医療福

祉等の生活基盤施設は建てない
④新しいコミュニティーを住民自らが前向きに形成する、

心理的方法・誘導ノウハウを組み込む

次に、医療福祉施設、住宅、学校について、仮設建設の
考え方を説明します。

【医療福祉施設のケース】
被災が軽度であった地域の中核病院（2次医療圏に2箇所

程度）の駐車場や周辺空き地に、仮設の病棟と介護施設を
建設します。壊滅した病院・福祉施設の患者・入所者、避
難所で発病した患者を受け入れ、医師・看護師も集約しま
す。（別図参照）

高度な医療機器は、中核病院の資産ストックを活用する
ことで投資を軽減でき、不足分の機器は、移動検査車両や
ポータブル機器で補完できます。各避難所や被災地に住み
続ける病人等には、往診車（救急車等も活用）できめ細か
く出向いて巡回対応し、住民の不安を払拭します。

将来これを恒久化することで、医療福祉が連携する中核
拠点と診療所（GP、サテライト）のネットワーク体制が定
着し、長年望まれていた、医療費の最適化を可能とする地
域医療が実現します。当然、こうした計画の実施に当たっ
ては地元医師会の協力が必要です。

【住宅仮設のケース】
今回の災害は、立地の安全性を再確認する機会であった

と言えます。特に、生活の根底をなす住宅こそ、安全な土
地に建設すべきと考えます。

浸水しなかったエリアに用地を確保し、数百年以上の長
期間にわたり安全に暮らせる都市構造を、仮設住宅の建設
から開始します。斜面地の造成コストが必要になっても、
防波堤等の投資に比べ、極めて軽微です。但し、行政は鬼
になっても、強制収用レベルの覚悟で臨むべきです。

仮設住宅は、2～3階建てで集中して建設し、3年後には、
順次、集合住宅に建替えます。従前の土地で戸建てを再建
する総コストより少ないコストで済みます。「コンパクトシ
ティ」を目指し、店舗や公共サービス等の生活支援施設も
併せて移転します。住民が、新しいコミュニティーに無理
なく溶け込め、時間経過とともに、「住めば都」になるよう
な、タウンマネジメントのノウハウが重要です。

【仮設学校のケース】
被災・浸水エリアに、将来がある小・中・高の生徒が暮

らす学校施設を作るべきか否かの議論が先ではないでしょ
うか。私たちは、安全が最優先すると主張します。

被災せず避難所として使用されている学校では、仮設施
設の整備に従い、順次授業を再開します。これを機会に、
少子化の地域では、仮設教室を増設する形で、学校を統合
する方法もあり得ます。

太平洋戦争の戦後の混乱を考えれば、子供たちに、環境
変化への高い順応力を期待したいと思います。「自分たちで
学校を再建するんだ」という精神・経験・達成感を育む方
法論こそ、真の教育のはずです。一方、メンタル面でのケ
アは、後遺障害（将来の社会コスト）を最小化するために、
可能な限り行うべきでしょう。

我々の生活や仕事は、抽象的な小説や絵画ではありませ
ん。太古の昔から、人間は、シェルターである施設（ファ
シリティ）によって守られて初めて生存することができる
生物です。加えて、多数の産業活動で成立している都市社
会では、単体の産業施設の建設・運用のみならず、地域的
な視点で様々な施設機能をマネジメントすることが必須条
件になっています。

当協会は、今回の災害の復興に役立つべく、今まで説明
した「ファシリティマネジメント」によるBCPの解決策を
継続的に提唱していきます。また、これらは、国内外での
災害復興の新しいモデルを目指した提案でもあります。

今後は協会の総力をあげて東北地方復興のお役に立ちた
いと思います。

 地域 （ 2次医療圏 ）  

 
 
 
 
 
 

駐車場等  

地域 （ 2次医療圏 ）  

投資 の 最小化  
  

中核病院  

中小  
病院  

診療所  

中小  
病院  

中小  
病院  診療所  

中核病院  
（ 中央診 
療 ）  

（ 専

避難所  

仮設  
福祉  

仮設  
病院  

巡回診療  

診療所  

診療所  

避難所  
移動病院  

外部 の 応援  
物資供給  

図【仮設建設による地域医療の再建・再構築イメージ】

『今後の100年、500年のための第一歩が、仮設計画から始まります』
復旧・復興におけるファシリティマネジメント

JFMA ヘルスケアファシリティマネジメント研究部会
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初めに、この度の東日本大

震災と福島原子炉事故での被

害に遭われた多くの方々に謹

んで哀悼の念とお見舞いを申

しあげます。また、一日でも

早い復興をお祈り申しあげま

す。

本稿では、最新オフィス事例紹介の導入部として近

年のオフィスづくりの潮流について述べてみたいと思

います。

オフィスは企業・組織の経営戦略に対応して設けら

れるものです。以降の頁に掲載されている四つのオフィ

スはいずれもそれぞれの戦略達成を目指して入念につ

くられたもので、だからこそここに紹介されているの

です。さて、経営戦略はいうまでもなく各企業独自の

ものです。このことを考えると、それに応じたオフィ

スもまた独自のものでなければなりません。オフィス

は百社百様であるべきなのです。他者のオフィス事例

を見てしまうと「我社もあれと同じオフィスにしよう」

といった安直な考え方に陥りがちですが、事例はあく

まで参考にする材料であり、これらを土台あるいはき

っかけとして自社のオフィスのあり方を考えていく必

要があるのです。

オフィスは百社百様と言っておきながら、近年のオ

フィスの潮流といった総括的なことを述べるのはいさ

さか矛盾しているようにも思えます。しかしどんな分

野にも基本となる考え方や普遍的なテーマはあるはず

です。本稿ではそうした大きな流れとして、①

Creativity、②Well-being、③Ecologyの三つを取上げて

みます。

①Creativity

ワーカーが生み出す創造的な知的価値こそが競争力

の源泉だとP.F.ドラッカーが語ってからすでに長い年

月が過ぎています。私達は日々新しい価値をつくるた

めにオフィスで働いているのですから、創り出す知的

資産の価値をいかにして高めるか、いかにして効率よ

く生み出すかを考え、そのためにオフィスはどうある

べきかを考えることは、オフィスづくりのもっとも根

源的な課題だといえます。

組織全体のクリエイティビティ向上を目指すときに

近年もっとも注目されているのは、人と人のつながり

を強化することです。新たな価値をつくるのは最終的

には一人の人間であるのかもしれませんが、その過程

においては同じ組織の人間やプロジェクトチ－ムのメ

ンバーなど多くの人間と関わり合って活動しています。

アイデアを膨らましたり、関連する知見を取得したり、

最終成果の有効性を高めるためには、単独の活動では

うまくいかないからです。うまくコミュニケーション

をとり、コラボレーションする中から価値ある成果は

生み出されるのです。さまざまな形態のコミュニケー

ションやコラボレーションに対応した設えを準備する

ことが近年のオフィスづくりにおける一つの流れであ

ることはいうまでもないことでしょう。

さらに少しだけ将来のことを考えてみたいと思いま

す。これから労働力不足が加速すると、通勤弱者と呼

ばれる育児中の女性や障害をもつ方などと離れた場所

で働くことが増え、円滑なコミュニケーションがとり

づらくなることが予測されています。また、災害など

に備えリスクを分散する目的から、在宅勤務を核とす

るテレワーク制度を取り入れる企業が増えることでしょ

う。ワーカー同士の関係性が薄くなっていくことが今

心配されているのです。そもそも多くの仕事をPCの画

面でこなしていく現在の働き方では、オフィスで机を

並べて働いている人間同士であっても、今置かれてい

る状況をわかり合うことがやりづらくなっています。

このような状況がさらに進むとコミュニケーションや

コラボレーションをうまく行えなくなるのではないか、

という心配が生まれつつあるのです。こうしたことを

オフィスづくりの潮流 

鯨井　康志 
株式会社岡村製作所　オフィス研究所 

特集総括 
Special IssueSpecial IssueSpecial Issue
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解消するためにオフィスに求められているのは、個人

の状況を見える化し互いのことを認知し合えるように

する機能です。これまで以上に他者と「つながる」こ

とのできる環境がオフィスに必要な時代が来ると私は

考えています。

②Well-being

Well-beingとは、WHO（世界保健機関）が1946年に

定義した考え方で、身体的・精神的および社会的に良

好な状態のことです。心身ともに健全で、豊かにいき

いきと働くことのできるオフィス環境は、個人の能力

を発揮させるために重要な基盤だといえるでしょう。

身体的な安全を保つことは多くのオフィスで既に取

り組まれていると思われます。具体的には、地震や火

災に対する物理的な対策（家具の転倒防止、防火対策

の施された内装、避難経路の確保や誘導サインなど）

であったり、人間工学に基づく家具（特に事務用椅子）

の採用などがあげられます。こうした安全性の確保は

オフィスづくりにおいてまず実施しなければならない

対策だといえるでしょう。

近年私達が特に配慮しなければならないのは、ワー

カーの精神面の健全性を確保することです。新たな価

値を創り出すことを常に求められる現在のワーカーに

は過度のストレスがかかっているといわれます。厳し

い企業間の競争の中、「いかにつくるか」だけではなく、

「なにをつくるか」から考えなければならないワーカー

には精神的なケアが必要になります。これまでの我国

のオフィスではともすると無駄と思われてきた「ゆと

り」を感じさせるような環境が今オフィスにも求めら

れているように思われます。

事例で紹介されているオフィスコンセプトにも「働

く人を健康にする」というものがあります。職場での

ストレスを軽減するためにワーカーの皆さんが自らの

手で植物を栽培する取り組みをオフィスの中で展開し

ていらっしゃいます。自然に触れることが癒しにつな

がるという考えで、まさにWell-beingを実践する好例

だと思います。

また、照明デザイナーの石井幹子先生は、一般的な

オフィスの照明環境に関して疑問を感じておられます。

蛍光灯の白く強い光の中で朝から晩まで働くことはワー

カーの体内時計を狂わせ、深い睡眠がとれなくなる恐

れがあるのです。こうしたことを配慮し、人間が数百

万年もの間慣れ親しんできた太陽の光を再現するする

ような照明システムが開発されています。効率重視で

あったオフィスに、これまでの常識ではありえなかっ

た「ゆとり」を感じさせる仕掛けが入ることで精神的

な健全性を保たれる。このことが、長い目で見ればオ

フィスの生産性を高めることになるのではないでしょう

か。

③Ecology

地球環境の保全は社会的な要請であるとともに、

CSRの観点においても、コスト削減による利益率向上

といった点においても企業経営に直結する問題です。

さらに地球環境と共生している感覚を持ち、環境問題

に積極的に取り組むことが、ワーカーにとって自分の

存在価値を高めることに通じ、モチベーションの向上

させることにつながるのです。

オフィスにおける地球環境保全対策としてもっとも

身近なものは省エネ対策でしょう。確かにすべてのオ

フィス、すべてのワーカーが実施すべき対策であるこ

とに異議を唱える人はいないと思います。しかし、こ

こで間違えてはならないことがあります。オフィスの

目的はあくまでもそこで働く人々が新たな価値を創造

することであり、なによりもこのことを優先すべきな

のです。ともすると省エネのために空調の設定温度を

上げ（下げ）すぎたり、不適切な照明環境をつくって

したりすることで、ワーカーの生産性を損なうような

ことがあっては本末転倒です。知的活動が十分に行え、

心身の安全性を確保することを担保した上での省エネ

対策でなければなりません。

最近の増えてきた省エネ対策に天井照明のLED化が

あげられます。まだまだイニシャルコストが高くつく

という問題はあるものの、確実に実施件数を伸ばして

いることに間違いはありません。既にビル丸ごとすべ

てLED照明というオフィスビルも登場しており、需要

増大に伴う価格の低廉化が期待されるところです。

こうした省エネ対策で見落としてはならないのは、

きちんとマネジメントすることだといわれています。

運用管理がなされなければ継続的な省エネ活動は立ち

行かなくなってしまいます。マネジメントの第一歩は

現状の把握。つまりエネルギー使用の見える化です。

ファシリティマネジャーだけでなく、ワーカーに対し

てもエネルギーの使用状況を見えるようにすることで、

改善への気づきを生み、省エネに対する意識づけをす

ることが可能になります。

以上、最近のオフィスづくりにおけるテーマを三つ

述べさせていただきました。これらについては次の頁

から紹介されているオフィスに取り組まれ、いろいろ

な工夫として展開されています。参考にすべき事項が

数多くありますので、期待して読み進めていただけれ

ばと思います。
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このたびの東日本大震災で被災
された皆様に謹んでお見舞い申し
上げます。

皆様の安全と一日も早い復旧
を、心よりお祈り申し上げます。

NTTデータグループといたし
ましても、復旧に向けて全力を尽
くしてまいります。

また、今回ご紹介する「環境志
向な働き方」を通じて、社会貢献

をしてまいります。

■環境性とコスト性を追求しながら働き方の変革をめざし
た次世代パイロットオフィス構築プロジェクト
NTTデータグループの本社（豊洲センタービル：地上37

階建）は竣工から10年以上が経過し、ワークスタイル・イ
ノベーションが経営課題の1つに挙げられていました。

その第1歩として、ファシリティ管理部門であるファシリ
ティマネジメントビジネスユニット（以後FMBU）が、「Next
Generation Office 2.0 Project（NGO2.0）」を立ち上げ、13階

にある自らのオフィスの改革に取り組みました。
約5万人が所属するNTTデータグループ全体に展開するた

めのパイロットオフィスとして位置付けられ、環境性・コ
スト性に優れた次世代オフィスの構築に挑んだ特別プロジ
ェクトをご紹介したいと思います。

■自主的メンバーによるワークショップでプランを熟成
将来的にNTTデータグループ全社的なオフィス改革を実

現させることをめざす「NGO（Next Generation Office）2.0」。

この基盤となるのが、ワークプレイスのアプローチからワ
ークスタイルをイノベートする「Unified Field Design」で
あり、究極の効率化によってコストを最小化しつつ、ワー
カーのパフォーマンスアップを図る考え方です。そこで、

「NGO2.0」の第1フェーズとして、2009年9月の運用開始に
向けて、FMBU（約80名）のパイロットオフィス構築プロ
ジェクト「NGO1.1」がスタートしました。FMBUからコア
メンバーを募り、自主的に集まった6名でプロジェクトチー
ムを結成。7ヶ月間に渡り約30回、100時間以上のワークシ
ョップ（WS）を行い議論を重ねました。

■ペーパーレスに向けたハイブリッドオフィス化
当プロジェクトでは昨今の社会状況を踏まえ、Green戦略

とオフィスコスト削減が2大テーマとして掲げられました。
Green戦略のメイン施策は業務のペーパーレス化の推進？！し
かし、大量の紙書類をいきなりフル電子化することは不可能
です。そこでハイブリッドカーが全盛の今、オフィスもハイ
ブリッド化すべきだと考え、電子書類をメインに紙書類は必
要最小限にすることが現時点での最善策だと考えました。

その具体策として、ノートPCによるモバイルワーク、液
晶モニターの活用により、会議資料は紙を使わずにモニタ
ー表示とするなど、ペーパーレス業務を徹底するようトラ
イしました。同時にオフィス内のプリンター複合機も3台か
ら1台へと削減しました。さらに収納量を大幅削減するため
ファイリング・システムを導入し、紙文書の共有化を徹底
することにより、1人当たりの収納量を8fmから4fm（個人
収納0.8fm＋共用3.2fm）へと半減させるプランを実現しま
した。これらの施策実施により、紙使用量は実に69％の削
減が実現しています。

また、省エネ施策として天井灯をすべてグリーン灯（蛍
光灯型LED照明）とし、窓際席にはLED式タスクライトを
設置しました。さらに、19時になると半分の天井照明を消
灯し残業者は点灯エリアに移動して執務を続けるという運
用による省エネ化にも果敢に挑みました。

オフィスコスト削減施策としては、コストを抑えながら
もワーカーの生産性を向上させる最適化オフィスの実現を
めざしました。具体的には、フリーアドレス化の導入等で
オフィス面積を現行より26％削減し、賃料ベースで年間約
1800万円を削減し、さらにフリーアドレスをベースとした
クリエイティブオフィスへの移行によって、ワーカーのパ
フォーマンスアップをめざすプランの実現をめざしました。

また、今回の什器調達方法として、什器メーカーとNTT
データの双方のグループ会社を取り込んだ、新たなスキー
ム（ECO-JV）によるレンタルサービスを採用し、レンタル

羽村　大輔 
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ　ファシリティマネジメントビジネスユニット 

特集 
NTTデータの 
次世代パイロットオフィス構築プロジェクト 

Special IssueSpecial IssueSpecial Issue

PCダ ウ ン サ イ ジ ン グ 
ワ ー ク ス タ イ ル 変 化 

知 的 生 産 性 が 
求 め ら れ る 

経 済 環 境 の 変 化 

無 秩 序 な オ フ ィ ス ス ペ ー ス 
の 拡 大 に 対 し て 最 適 解 が 
求 め ら れ る 

体 質 健 全 化 

肥 大 化 し た 
オ フ ィ ス コ ス ト の 削 減 

地 球 温 暖 化 の 加 速 

消 費 型 オ フ ィ ス か ら 
次 の ス テ ッ プ へ 意 識 が 
高 ま る 

経 営 資 源 の 最 適 化 

10年 以 上 経 過 し た 
オ フ ィ ス の 改 善 

ECOを 見 え る 化 

環 境 ・ サ ス テ ィ ナ ビ リ テ ィ に 
配 慮 し た 経 営 

オ フ ィ ス の 時 代 背 景 オ フ ィ ス の 課 題 NGO2.0の 戦 略 
［ 1］ 

Green戦 略 
環 境 志 向 経 営 へ の シ フ ト 

［ 2］ 

Low Cost 
Operation戦 略 
コ ス ト と パ フ ォ ー マ ン ス の 
最 適 化 

［ 3］ 

IT戦 略 
最 新 技 術 ･ ツ ー ル 導 入 
に よ る 変 革 

［ 4］ 

+α 戦 略 
知 的 生 産 性 向 上 へ の 
取 り 組 み 

NTTデータグループの次世代オフィスモデルNGO2.0
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終了後の什器を、引き取ってもらい再レンタルに廻すこと
でGreen戦略になるスキームを確立しました。レンタルは
短期間での什器入れ替えができ、常に変化が求められるパ
イロットオフィスには有効な方法であると考えたからです。

■CO2とCostを削減しつつ知的生産性アップを実現した先
進のクリエイティブオフィスとは

『環境性を高めつつ、できるだけコスト削減をめざしなが
ら、働き方の変革によって業務のパフォーマンス向上を図る。』

この目標に向け、クリエイティブオフィス化を核に、さ
まざまな重点施策を実行しました。

■「ひとりで」から「みんなで」をテ－マに
リニューアル前は執務デスク、会議室、リフレッシュス

ペースが間仕切りで分断されており、人や情報の流れが少
ない環境でした。そのため、自席で黙々と作業をする時間
が長く、協働で知的創造性を高めるようなことは少なかっ
たと思います。そこで、新オフィスでは「ひとりで」から

「みんなで」、「まとめる」から「ひろげる」へ、というテー
マを掲げクリエイティブオフィス化を進めました。

従来の個々に囲まれた執務環境から、4人用テーブル席を
メインとしたオープンな空間を構築。席に居ながら通路を通
るさまざまな人との自由な打ち合わせができる環境作りを考
えました。また、フリーアドレスの採用や、オフィス内に多
様なコミュニケーション空間を散りばめることで、活動的に
人が動くオフィスプランをめざしました。具体的にはリフレ
ッシュ機能とライブラリーを融合させた「クロスカルチャ
ースポット」、ファミレス風ブースの「Club-D」、やぐらで
囲まれた「マーケット」、会議機能を高めた「ハンドリング
ブース」など、創造性とコミュニケーションを促進させる多
彩な仕掛けの場を用意しています。また、壁面やキャビネット
面に、世界都市やビル周辺（豊洲）地図、森林などをモチー
フとしたグラフィック装飾を取り入れ、創造性を高める為の
きっかけづくりにも積極的にトライしました。今回は外部デザ
イナーにトータルコーディネートを一任したことで、統一感
のあるインテリアデザインが実現できたと思います。

また、フリーアドレス運用による新しい働き方をサポー
トするために、オフィスコンシェルジェを設けたのも大き

な特長です。荷物の受け渡しや備品管理・貸出のほか、困
った時に相談できるサービスカウンターがあることで、社
員の不便さを解消するのが狙いでした。

■最新のITツールがオフィス変革をサポート
社会的な最新ニーズを捉えた施策にもチャレンジしてみ

ました。その1つが先進のIT技術&ツールによって働き方の
変革をめざすIT戦略です。ノートPCによるモバイルワーク
のパフォーマンスを高める最適なLAN環境について検討を重
ね、その結果、無線に比べ電波が遠くに飛ばないセキュリテ
ィ性と通信の安定性に優れた最新ツールとして注目されて
いる、二次元LANシステム「LANシート」を全席に設置す
ることにしました。

ファシリティ管理部門独自のパンデミックや大災害時の
BCP（事業継続計画）対策として、「ハンドリングブース」
は災害対策室機能も担っています。そのため、特大モニタ
ーによるTV会議システムを導入し大阪オフィス他全国10拠
点と常時、交信ができるようにしました。日常的に遠隔会
議が行えることで、出張コストや時間を削減するとととも
に、バーチャル的に大阪と空間的なつながりをもたせる効
果も狙ってみました。

■協働作業に適した満足度が高いオフィス
リニューアル前（PRE）と後（POST）でPOE（利用者満

足度）調査をした結果、PRE調査では、1人当たりのスペー
スや収納量、部内会議室が充実していたため満足度は59.5点
と、什器メーカーのデータベース平均値（47.6）より高い評
価を得ました。POSTでは、スペース・収納・会議室などを
大幅に削減し、働き方の変革を行ったため厳しい評価も予想
しましたが、61.2点と、PREを上回る評価となりました。ク
リエイティブオフィス化の効果としては、PREでは個人作業
時間が多かったのですが、POSTではグループで検討してま
とめていく時間が増え、協働作業を増やす試みが実証される
結果を得ることができました。今後は当パイロットプランを
軸にして、NTTデータグループ全社展開を早期に実現させて、
環境対策とコスト削減効果をより高めていくことが目標のひ
とつであり、このパイロットオフィスも時代に合わせてバー
ジョンアップしていかなければならないと考えています。

ライブラリーとリフレッ
シュスペース機能を兼
ねた「クロスカルチャー
スポット」。カウンター
上の壁面は、プライベー
トの写真等を貼って会
話を誘発させる「アイデ
ンティティウォール」。 

通常は執務デスクだが、
ロールスリーンで会議
スペースになるマルチ
エリア「マーケット」。 

予約なしでいつでもど
んな話題でも語り合え
る、ファミレス風スペー
ス「Club-D」。 

テレビ会議システム、
大型モニターを備え
た「ハンドリングブー
ス」。 
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全席に「LANシート」を装備した明るくオープンな空間のフリーアドレスオフィス。 

フリーアドレスオフィスでは、“角”席が人気となるため、4
つの“角”を持つ4人用テーブルを採用し、そしてスツール
を常備し、簡易な打ち合わせがすぐにできるように考えた
「HOME1」。 

After 
リニューアル後 

新オフィスは、フリーアドレス導入により 
オフィス面積を26％削減しつつ、 
ワーカーのパフォーマンスを 
高める仕掛けを多彩に 
取り入れた、クリエイティブ 
オフィスをめざした。 

一般的な島型対向オフィスであり、大量の紙書類が存在していた。 
また3つのFMBU専用会議室で閉鎖的な空間をつくっており、 
偶発的かつ自然な交流が生まれにくい環境でもあった。 

リニューアル前のオフィスレイアウト 

Before 
リニューアル前 
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実施された具体的な施策 

CO2&コスト削減施策 IT&セキュリティ施策 Design クリエイティビティ施策 

残業時の省エネ徹底 
CO2削減施策の1つと
して、残業時（19時以
降）は照明点灯エリア
を限定し、そこに集まっ
て仕事をすることで電
気使用量の削減を徹底
した。また、残業者が多
数の場合は、LEDタス
クライトが設置された
窓際カウンター席でも
執務ができる。 

LED照明で省エネ化 
すべての天井照明に省
エネ効果が高い蛍光灯
型LED照明を導入。残
業時のエリア限定点灯
やオフィス面積圧縮に
よる絶対量削減効果と
併せて、電気使用量を
約24％削減。年間約
144万円のコスト削減
効果が得られた。 

実 

施 

し 

た 

主 

な 

具 

体 

的 

施 

策 

主 な 実 施 施 策 実 施 前 実 施 後 

80名 全 員 
12.1イ ン チ 型 ノ ー ト PC化 

4.0fm/人 
（ 個 人 0.8ｆ ｍ /人 +共 用 3.2fm/人 ） 

ひ と り 当 た り 
面 積 の 縮 小 

○ フ リ ー ア ド レ ス の 導 入 
○ ひ と り 当 た り 面 積 の 縮 小 
○ 会 議 室 専 用 ス ペ ー ス の 廃 止 

26％  OFF
175m2の 面 積 圧 縮   1,865万 円 /年  削 減 

モ バ イ ル ワ ー ク 

省 エ ネ 業 務 

電 気 使 用 量 

書 類 保 管 量 

80名 全 員 デ ス ク ト ッ プ PC

8.7m2/人 5.2m2/人 

紙 書 類 保 持 量 
の 削 減 8fm/人 
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な 

B
N
1
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減 
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策 

と 

効 

果 

削 減 項 目 導 入 施 策 CO2排 出 抑 制 効 果 

電 気 使 用 量 

80名 ～ 100名 で 1台 
（ 複 合 機 台 数 合 計 1台 ） 

複 合 機 台 数 の 
削 減 27名 で 1台 （ 複 合 機 台 数 合 計 3台 ） 

主 

な 

コ 

ス 

ト 

等 

の 

削 

減 

施 

策 

と 

効 

果 

削 減 項 目 導 入 施 策 効 果 

○ LED蛍 光 管 の 導 入 
○ 残 業 時 集 ま っ て 仕 事 を す る 省 エ ネ 業 務 
○ 面 積 圧 縮 に よ る 絶 対 量 削 減 

○ LED蛍 光 管 の 導 入 
○ 残 業 時 集 ま っ て 仕 事 を す る 省 エ ネ 業 務 
○ 面 積 圧 縮 に よ る 絶 対 量 削 減 

○ ノ ー ト PCに よ る モ バ イ ル ワ ー ク や 液 晶 モ 
ニ タ ー 活 用 に よ る ペ ー パ ー レ ス 業 務 徹 底 
○ 複 合 機 台 数 の 削 減 

24％  OFF
300kWh/日 の 削 減   144万 円 /年  削 減 

○ ひ と り 当 た り フ ァ イ ル メ ー タ ー 導 入 
○ 部 門 共 通 集 中 書 庫 室 の 設 置 

50％  OFF
4.0fm/人  削 減 

○ ノ ー ト PCに よ る モ バ イ ル ワ ー ク や 液 晶 モ 
ニ タ ー 活 用 に よ る ペ ー パ ー レ ス 業 務 徹 底 
○ 複 合 機 台 数 の 削 減 

69％  OFF
28枚 /人 ･ 日 の 削 減   33万 円 /年  削 減 

ス ペ ー ス コ ス ト 
（ 賃 料 ） 

○ 東 京 － 大 阪 間 で Cisco Tele Presence
を 導 入 し 出 張 回 数 を 削 減 

19時 以 降 は 照 明 点 灯 エ リ ア を 半 分 に 限 定 
（ フ リ ー ア ド レ ス の メ リ ッ ト を 活 用 ） 

残 業 時 は い つ で も 照 明 が 全 点 灯 状 態 

紙 使 用 量 

紙 使 用 量 

出 張 回 数 

27ｔ /年  削 減 

3ｔ /年  削 減 

1.5ｔ /年  削 減 

ひ と り で ま と め る グ ラ フ 1

グ ラ フ 2

グ ラ フ 3

み ん な で ま と め る 

情 報 管 理 

室 内 環 境 

グ ル ー プ 
ワ ー ク 

パ ー ソ ナ ル 
ワ ー ク 

共 有 
ス ペ ー ス 

セ キ ュ リ テ ィ 

コ ミ ュ ニ 
ケ ー シ ョ ン 

オ フ ィ ス 
の 印 象 

ひ と り で 
ひ ろ げ る 

み ん な で 
ひ ろ げ る 
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什器メーカー デ ー タ ベ ー ス POST
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POE（利用者満足度）調査結果 
 
グラフ1：4つの思考モードのやりやす
さクリエイティブオフィスの効果検証と
して「4つの思考モード」のやりやすさ
を調べた。リニューアル前（PRE）は、
「ひとりで～」（個人ワーク）に比べて「み
んなで～」（グループワーク）の点数が
低かったが、リニューアル後（POST）
は、「みんなで～」の点数が上がり、4つ
の思考モードすべてがやりやすいオフ
ィスとの評価となった。 
 
グラフ2：総合満足度評価 
PREでも、什器メーカーデータベース
の平均より高い満足度であったが、
POSTではさらに高い満足度が得られ
る結果となった。 
 
グラフ3：要素別満足度支持率 
POSTでは「オフィスの印象」が大きく 
向上し、全体的にバランスよく支持され
ている。パーソナルワークの点数が低
いのは、執務作業が大半となる派遣社
員には、ノートPCやフリーアドレスが多
少使いづらい面があることが影響して
いる。 

大幅なスペース削減 
フリーアドレス導入によ
る働き方の変革により、
省スペース化を追求し、
26％のオフィス面積を
削減。これにより、賃料
は年間約1,800万円
の大幅削減を実現し、
電力使用量減少による
CO2排出の削減効果も
果たした。写真は面積
削減で空いたスペース
（175m2）。 

先進の通信システム導入 
モバイルワークに最適
なLAN環境の検討を重
ねた結果、無線LANに
比べセキュリティ性と通
信の安定性に優れた二
次元LANシステム「
LANシート」を採用。す
べての席で、LANシー
トが使える環境を整え
た。また、カメラ付のノ
ートPCで顔を映しながら、社内外の複数の人と同時に会話がで
きるWEB会議システムも導入した。 

電子ロックキャビネット
でセキュリティ強化 
一部の重要書類を収め
るキャビネットには、
u:ma（複数のICカード
に対応するNTTデータ
が開発したICカード認
証技術）対応の電子ロ
ック（システマセキュア
ロック）キャビネットを
採用し、セキュリティを
強化。 

TV会議システム導入で出張数削減 
東京－大阪間でTV会議システム
（Cisco TelePresence）を導入。
常時空間を共有することで、出張回
数を減らし、出張費とCO2排出を削
減した。ファシリティ管理部門ならで
はの災害対策室機能も兼備している。 

創造性を高めるグラフィック装飾 
クリエイティブオフィスの要素として、
壁面やキャビネット面に地図や森林
をモチーフにしたグラフィック装飾を
取り入れるなど、創造性を高める工
夫を随所に施した。窓際の柱面には、
世界各都市の建築物のシルエットを
モチーフに鮮やかなイエローで彩り
あるインテリアを創出させた。 

災害時に威力を発揮した高性能TV会議システム 
FMBUのオフィスでは、遠隔地とのコミュニケー
ションも重要であるとともに、インフルエンザ等に
よるパンデミックや大災害時のBCP（事業継続計
画）対策として、災害対策室機能を兼備する必要
があった。高性能TV会議システムは今回の災害
においても移動が制限される際のコミュニケーシ
ョン手段としても、大きな威力を発揮し、日本のミ
ッションクリティカルシステムを維持する1つのツ
ールとなった。 

50pt

50.9pt

61.9pt

49.4pt

20pt

40pt
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「この度、東北・関東の太平洋
沖で発生した地震、津波で被
災された皆様、並びにご家族、
知人の方々に謹んでお見舞い
申し上げます。」

はじめに
学ぶ、つくる、感謝する丘

「再春館ヒルトップ」は、世界
中どこにもない、ひとと自然

がひとつになったまったく新しい丘です。敷地面積は
約10万坪。その総面積の約80％は、雑木林や花畑や芝
生などの緑地帯、その豊かな自然のなかで製造から販
売、発送まですべてを行っています。

なぜ、そのような変わった丘をつくろうと思ったの
か...そもそも再春館製薬所は、自然からいただいた恵
みを人の力に役立てようとする漢方の製薬会社です。
だからこそ、自然とともに暮らすだけでなく、自然に
学び、学んだことをものづくりに活かし、そして自然
に熊本に感謝を届ける、今までにない工場を作りたい
という強い思いを抱いていました。2001年に竣工した

「再春館ヒルトップ」。そして2007年1月にはコールセン
ター＆本社機能を有する“つむぎ商館”が移転するこ
とで「製販一体」の夢の場所が完成したのです。

今回は、この“つむぎ商館”の建設にいたるまでの
経緯と、完成した新本社の特徴そして完成後の運用に
ついてご紹介させていただきたいと思います。

移転前の課題
弊社は、創業以来、「自社製造・直販体制」によって

商いを続けています。直販により、お客さまと直接コ
ミュニケーションできる－この「お客さま一人ひとり
とのダイレクトな関係」から得たものを、最大限に活
用することで、個人商店のように心の通ったサービス
を提供する。それとともに組織力を活かして個人商店
にはできないレベルでのサービスとご満足を提供する。
この両立こそが、再春館製薬所のめざす「大きな個人
商店」経営なのです。オフィスは、その「大きな個人
商店」を運営する重要なファクターの一つ。常にお客
さまと繋がりをもち、的確にお客さまの要望をくみと
り、かつ迅速にお客様に満足を与える対応をするには、
社内の認識一致、スムーズな情報交換が必須です。そ
のためには、オフィスも見通しがよく、あらゆるもの
が“見える”状況にあることで、いわゆる個人商店の
ように隅々までゆきとどいたサービスが提供できると
考えております。

しかしながら、企業の急激な拡大成長とともに、「大
きな個人商店」経営を妨げるような課題が移転前の旧
社屋において、次第に顕著になってきました。それは、
その1．人員増により、オフィスが手狭になった。
その2．増築された旧社屋は、EVコアや柱が邪魔で、

見通しが悪い。
その3．部署が2フロアーに分かれてしまい、コミュニ

ケーションが取りにくい。
その4．もともと製造部門とは離れて立地しているため、

社内の情報共有が難しい。
その5．床の歩行音や照度、温度などの環境面で劣化が

著しい。
など。

そこで、経営方針である、「大きな個人商店」経営を
より強化するため、もともと「再春館ヒルトップ」構
想にもある製販一体を実現し、全社一枚岩となるべく
新本社移転の計画を開始しました。

新本社移転プロジェクト
新本社の建設は、ただ単に建物をつくることではな

く、自分たちの働く場、行動する場を作ることだとと
らえ、弊社では独特なプロジェクトの進行を思いつき
ました。それは、建築家や一部の専門家に任せるので
はなく、全社員が参加し、まるで我が家を建てるよう
に知恵を出し合い、そこで働く自分たちにとって、目

井手　芳信 
（株）再春館製薬所　漢方事業部（元本社移転プロジェクトリーダー） 

特集 
（株）再春館製薬所－つむぎ商館 
経営方針に柔軟に対応する“フレキシブル・オフィス” 

Special IssueSpecial IssueSpecial Issue

再春館ヒルトップ全景



19JFMA Current No.163 2011年5月

指す働き方がいつでも実現できるというこだわりのあ
る新本社を作り上げるということです。まずは、各部
署の責任者を集め、新しいオフィスのコンセプトを探
ることから始めました。「お客様満足」を追求する上で、
自分たちの強みは何かを考えると、第一には、顧客と
ダイレクトにつながっていることがあげられます。そ
してもう一つ重要なことは、「大きな個人商店」経営の
根底となっているワンフロア主義です。職種や部門や
立場に関係なく、フェイス・トゥ・フェイスのコミュ
ニケーションを行いながら、どのような状況にも素早
くかつ柔軟に対応できること。そしてその過程におい
て一人ひとりがさまざまなことに気づき、成長するこ
とができることがさらに重要なのです。このワンフロ
ア主義を徹底するために、すべての部門、機能をワン
フロアに集め、とことん“見える化”を進める「一つ
屋根の下の大部屋経営」というコンセプトを掲げまし
た。このコンセプトを再現するために、45項目にわた
って独自のこだわりを実現するべく、メンバーを集め、
あわせて200人以上の社員が参加する大プロジェクトを
進めていくことになりました。

そして完成したのが“つむぎ商館”です。

“つむぎ商館”の概要
所在地　　　：熊本県上益城郡益城町寺中1363-1
建築面積　　：8,717m2（2,641.5坪）
延べ床面積　：12,593m2（3,816.1坪）
階数　　　　：2階
ワーカー数　：約1000人
オフィス面積：5,460m2（1,654.5坪）
執務開始　　：2007年1月

新本社“つむぎ商館”の特徴
壮大なプロジェクト進行のもとに完成した、“つむぎ

商館”には、じつにさまざまな特徴やこだわりがたく
さん盛り込まれています。例えば、全社員が行き来す
るスロープを設け、そのスロープで情報共有ができる
ようにしたり、こまめに空調や照明の入切ができるス
イッチパネルなど、徹底して詳細にこだわったところ
は枚挙にいとまがありませんが、大きな視点での特徴
は次のとおりです。
その1．1,000人が連携して働く“ワンフロアの実現”
その2．全社の状況がわかる、“すべて見える化”
その3．経営方針の変更に即対応できる、“フレキシブ

ル・オフィス“
その4．“エコ・オフィス”

その1.
すべてを見通し、連携するワンフロア主義を徹底する

ために、設計者と長い時間を費やして実現したのが、約
4500平米の屋根を支えるたった3本の柱。もちろん、全
く柱のない無柱空間にしたかったのですが、建築コスト
を押さえながらも最小限の数の柱とするために考案され
たのが、天井高約9メートルの天井まで、まるで樹木の
ようにのびる3本の柱です。そしてできあがったワンフ

ロアの中には、コールセンターはもとより、研究開発部
門、システム部、企画部門などすべての部門と会議室
や休憩コーナーなど付帯する機能を兼ね備えています。

見学通路より望むオフィス

オフィスに通じる情報共有のためのスロープ

ガラス張りの会議室

オフィスに隣接する見える倉庫
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その2.
ワンフロアに収められたうえに、すべて“見える化”

を実現しています。例えば会議室は全面ガラス張り。
研究開発の実験室やサーバー・ルームまでガラス張り
となっており、“見える倉庫”まで存在しています。ま
た、ワンフロアの特徴を最大限に活かすべく、背の高
い中間什器やパーティションなども一切配置しないと
いうこだわりようです。（原則、高さ1,000ミリ以下に
抑えています。）
その3.

どのような状況にも素早く対応できるような工夫と
して、ほぼすべてのファシリテイが可動性のよいもの
を選択しています。組織変更や経営状況の変化にシフ
トして、レイアウト変更を容易にする配慮をあらかじ
め装備しています。企画職のデスク、テーブルはもち
ろん、コールセンターのお客様プリーザー（オペレー
ター）のデスクまでも可動式のデスクを採用しました。
再配線もしやすい様に、フリーアクセスフロアーに先
行統合配線を施しています。
その4.

建築に於いてもエコ、完成後の運用でもエコなオフ
ィスを実現しています。新本社建設予定地にあった樹
木は、伐採したあと什器の一部として再利用していま
す。完成したオフィスでは、自然の風を取り入れた換
気システム、天窓からの採光と木漏れ日のように配列
された照明による調光。雨水をためてトイレなどの中
水としての活用もしています。

また、高い天井高のなかで効率的に温度管理をする
ために、床下空調方式を採用しています。

以上のように、多岐にわたりこだわりを持ってつく
られた“つむぎ商館”ですが、重要なのはこのこだわ
りを永続的に維持管理していくことだと思っています。
次には、移転後の運営についてご紹介したいと思います。

移転後の運用
建築計画当初より、外部のアドバイザーの支援も受

けながらプロジェクト推進しましたが、完成・移転後
の運用についても一緒に知恵を出し合い、基本のコン
セプトを維持しながら、その時その時の経営方針に機
敏にシフトし、ファシリティを可変しながら経営課題
をクリアすることに日々努力しています。別図のよう
な運用体制にて各々が密接に連携しPDCAをまわして
継続的運営をしています。その具体的な方策は以下の
とおりとなります。

・ローコスト運用
FMの基本的な考え方は、コストをかけずに変化に俊

敏に対応すること。弊社では、組織変更やプロジェク
トの発足、終焉が頻繁に行われます。それに対応して
オフィスレイアウトも柔軟に変更していますが、その
作業は極力自社内で賄っています。定期的に図面管理
されたデータをもとにレイアウトプランを作成し、レ
イアウト変更作業は、就業時間後に一斉に行います。

可動式のデスク エリア毎に照明・空調が容易
なビジュアルスイッチパネル

自然の風を取り入れ換気するスイング窓

木漏れ日のような照明

床下空調用OAフロアーと専用カーペット

サーバー室もガラス張り
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電話・LANの接続工事を専門業者に委ねる以外は、す
べて自社のスタッフで賄うことで、各部門との調整時
間の短縮、施工時における速やかな修正が可能で、余
計な経費の発生もおさえています。変更が頻繁に行われ
るオフィスは、外部支援者によるPOEを毎年実施するこ
とでオフィスとしての評価を数値として客観的に計り、
継続的に行われるオフィスの進化に反映させています。

また、オフィス内外で使用しているファシリティは、
グループ各社間で流用しあうことで、最小限にて最大
の効果をもたらしています。会社行事（入社式やパー
ティ等）や研修、地域活動などの際に必要なファシリ
ティは、新規購入あるいは特別に借り入れることもあ
りません。ファシリティの機種を絞り込むことととも
に、各社で共有できるよう仕様の統一を行っているた
め可能となっています。

・グループ全体でのFM
施設の維持・管理は、グループ企業である㈱キュー

ネットが担当。定期的な点検・保守を行っています。
施設の修繕や什器の保守、あるいは建築物以外の敷地
内の外構のメンテナンスなども、グループ企業の営繕
部門が行います。そのため、社内の安全衛生委員会や
外部支援者からの指摘事項に対して、スピーディに対
処することが可能です。セキュリティ・チェックも㈱
キューネットがグループ全社をカバーしています。グ
ループ各社の施設には、人為的、機械的に見た目には
緩やかですが厳格な監視が行き届いており、昼夜を問
わず外部からの不法な侵入に備えています。

・環境配慮
環境配慮の点でも徹底しています。自然への感謝を

忘れず、いただいた恵みを大切に使いたいとの思いで、
「環境への取り組み」「もったいない運動」を長年に渡
り続けてきました。氷蓄熱システムにより電力消費の
少ない夜間電力を用いたり、10,054枚（平成22年2月現
在）の太陽光パネルを張り巡らし、日中晴天時には、
必要電力100%をクリーンエネルギーで賄うこともでき
ます。社員食堂から排出される生ゴミも粉砕器にかけ
堆肥化（コンポスト）し生ゴミゼロ化にも取り組んで
います。廃プラスチックや廃食油から油を作り出す油
化装置を導入し、ボイラーの燃料などに再利用しリサ
イクルを行ってもいます。これらの取り組みにより、
2003年3月には、ISO14001の認証取得にも成功してい
ます。“つむぎ商館”のなかにある、分別廃棄場所では、
細かな分別を行っており、できるだけ廃棄物を出さず
にリサイクルにまわすよう心がけています。

これら様々な取り組みにより、平成20年2月、熊本は
もとより九州からも初めてという「第17回地球環境大
賞」のうちの一つである、フジサンケイビジネスアイ
賞を受賞いたしました。

これからの再春館オフィス
完成した“つむぎ商館”には、野中郁次郎：一橋大

学名誉教授もご来訪いただき、その感想を日経Works

84号の成功の本質（特別編）にて「再春館製薬所のオ
フィスは社員の行動や仕事のプロセスが基礎になって
いる。社員たちを名詞的存在ではなく、動詞的存在に
しようとしている。動詞的存在の人間は互いに結びつ
き、自ら関係を深める。そうでなければ顧客満足とい
う目標は実現しない。オフィスづくりこそ究極の人づ
くりなのだ。」と評していただいています。“つむぎ商
館”は、2007年1月に完成してからすでに4年を経過し
ていますが、コンセプトが全く陳腐化することもあり
ません。大切なのはこだわりを持って作り上げた当初
のコンセプトを保持しながら、時代とともに変化する
環境に対応するようオフィスを進化させ続けることだ
と考えています。

＜参考文献＞
日経Works 84号（2007年10月10日　㈱リクルートワー
クス研究所発行）
日経ビジネスONLINE 新日本的経営の姿（2007年4月
11日　日経BP社発行）

「イノベーションの知恵」野中郁次郎/勝見明著（2010
年10月25日　日経BP社発行）

分別廃棄箱もリサイクル品

建築物のすべてに設置された太陽光パネル

再春館製薬所　FM運営体制図
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初めにこの度の東日本大震
災と福島原子炉事故での被害
に遭われた多くの方々に謹ん
で哀悼の念とお見舞いを申し
あげますと共に、一日でも早
い復旧をお祈り申しあげます。

■「働くを応援する」パソナ

グループ本部

パソナグループ本部は、今まで都内に点在していた
人材派遣のパソナのほか各グループ会社の拠点を一点
に集約することで、グループの総合力を最大限に活か
し、「ワン・パソナ」を強化すること目的に開設しまし
た。これにより、各自のコミュニケーションを密に、
さらに情報伝達をスピーディにし、「ワン・パソナ」と
してグループ会社間、社員間のつながりがより強固な
ものになりました。働く人、クライアント双方に、パ
ソナグループのすべての雇用インフラサービスをワン
ストップで提供できる体制も整いました。

パソナグループの仕事は、「人を活かす」こと。「人」
が最大の財産であると考えています。

それぞれが働く楽しさ豊かさを感じながら、積極的
に自分自身の持つエネルギーや才能を100％発揮できる

「新しい働く場」としてパソナグループ本部にはたくさ
んの人が集い、様々な情報発信を行っています。

パソナグループ本部が位置するのは、東京駅に程近
い呉服橋交差点。東京駅　丸の内、八重洲では、近年
都市開発が進み近代的なインテリジェンスビルが立ち
並んでいますが、呉服橋周辺はまだまだ歴史のあるビ
ルが多く残っているエリアで、パソナグループ本部も
例外ではありません。築50年以上たつ旧いビルをリノ
ベーションすることにより常に人々が集う、まったく
新しいオフィスとして生まれ変わりました。

■オフィスデザインは経営戦略に直結する最重要課題

オフィスデザインは経営戦略における最重要な戦略
をかたちにする場です。パソナグループでは、創業以

来変わらぬ企業理念のもと、その理念を体現するため
のCI管理を徹底しています。パソナグループ本部は、
CIを統括する経営トップと各セクションが連携しなが
らオフィスコンセプトをまとめ形にしました。オフィ
ス完成後も、オフィスで働くパソナグループの社員一
人ひとりが、心からお客様をお迎えし、パソナのブラ
ンドを作っていき、日々進化を続けています。パソナ
を訪れてくださるすべての方々に、パソナにきてよか
ったと感じていただき、また訪れたいと思っていただ
けるオフィス、そして何か新しい発見ができると予感
させるそんなオフィスを目指します。

山口　徳喜 
株式会社パソナグループ　執行役員　総務部長 

特集 
パソナグループ本部 
自然との共生を体現した都会のアーバンファーム 

Special IssueSpecial IssueSpecial Issue

写真1 ビル外観

写真2 エントランス
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■オフィスのコンセプトは「健康」「エコ」「農業」

オフィスでは「健康」「エコ」「農業」の3つをコンセ
プトに、様々な工夫、取り組みが行われています。

＜働く人を健康にする＞

まず、一つ目は働く人の健康。仕事や職場で抱える
様々なストレスを軽減し、社員がイキイキと活躍でき
る環境を整備しました。社員が自らの手で植栽の手入
れを実施、直接緑に触れることで、癒しを感じやさし
さを育み、互いのコミュニケーションが取りやすくな
りました。これはスムーズなプロジェクト進行や、新
たな発想でビジネス構築させたりと、企業のエネルギ
ー・活力を生む結果にもつながります。水遣りなどは、
気分転換で業務効率を促進しますし、職場でのストレ
ス軽減にもつながっています。緑がもたらす自然の力
は非常に大きなものを感じます。

また、「自産自消」のコンセプトのもと、サラダ菜や
トマト、ハーブなどオフィスや植物工場で育てた野菜
を収穫し、社内で食材として使用。自分たちで育てた
採れたての新鮮野菜を使い、安心・安全な食事を提供
することで、社員が健康的に働けるよう配慮するなど
心と体の両面から健康をサポートしています。

＜環境にやさしいエコ＞

2つ目はエコ。昭和32年竣工の歴史あるビル基礎を残
し、リノベーションすることで、環境に優しい新しい
オフィスビルに生まれ変わりました。外壁と屋上、バ
ルコニーには落葉樹を多く取り入れ、エコロジーカー
テンにより夏には太陽光を遮り、冬には落葉して光を
効率よく取り入れるために、以前はオフィスだったと
ころにオフィススペースを削ってバルコニーを設けま
した。これにより、年間約2トンのCO2排出量を削減、
環境省「クールシティ中枢街区パイロット事業」に認
定されています。バルコニーからの緑・季節の花々が、
オフィスで働く私たちは室内から、そして街往く人々
や高速道路を走る車からも自然の豊かさを感じていた

だけます。
また、古いビルの天井の低さをそのまま活かし、全

フロアで間接照明を採用することで、行灯効果により、
通常の6割程度の電気量でオフィスに必要な照度（700
～800ルクス）を確保しました。企業の顔となるエント
ランス床には、建築現場で作業用の足場に使われる

「足場板」を、社員・スタッフの憩いの場、カフェテリ
アの柱には「間伐材」を使用するなど環境に配慮した
資材を多用しました。オフィスの机、収納扉には、以
前のオフィスで使用していたガラスパーテーションを
活用、無駄を省き資源の再利用を徹底しています。甘
美な装飾は避け、壁・天井は当時のままに簡単な塗装
のみの仕上げとするなど、旧きよきものを残しつつ、
新しい表情を見せています。

＜新しい農業の提案＞

3つ目が、農業です。ビル全体を「アーバンファーム」
と位置づけ、自然との共生をテーマに、目にも体にも
心にも優しい、緑に囲まれた環境を都会の真ん中に再
現しました。2005年にオープンして話題になった

「PASONA O2」での取り組みをさらに発展させたか
たちで緑化を導入し、オフィスのほぼ全フロアに野菜
を中心とした植物を植栽しています。一歩足を踏み入
れると、エントランスには16.5×5.4の一面水田が広が

写真3 社員食堂

写真4 カフェテリア

写真5 オフィス
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り、訪れる人の目を楽しませてくれます。メタルハラ
イドランプと高圧ナトリウムランプで成長を促し、こ
の水田では年に3回の収穫が可能です。

また光、温湿度、二酸化炭素濃度、培養液などの環
境条件を人工的に制御し、季節に関係なく自動的に連
続生産する植物工場が各所に設けれ、葉物野菜をHEFL

（ハイブリッド電極蛍光管）というライトで育てていま
す。植物工場は、フリーラウンジのパーテーションの
役割を果たしたり、ミーティングスペースのベンチの
下の引き出しでは、スプラウトを栽培したりと楽しい
工夫も見られます。

アーバンファームは、農業の魅力を知ってもらいそ
の可能性を広く社会に提案、新たな農業の発信基地と
しても注目を集めています。地方自治体、小・中学、
高校の修学旅行など国内はもとより、海外VIPをはじめ、
アジア、アメリカからの旅行者等多数の方にご来館い
ただき、今では観光バスが立ち寄る新名所となってい
ます。

一方、就農の窓口という点では、農業を志す人たち
に「農業とはどのようなものなのか」を示す場として
活用され、田植え・稲刈り体験、植物工場など新しい
仕組み紹介、農業ビジネスセミナーなど勉強会や交流
会も開催し、農業に関するビジネス窓口として成果を
挙げています。

■働くを応援する様々な仕組み

・子育てしながら働くお母さんを応援「パソナファミ

リー保育所」

子育てしながら働くパソナグループ社員のための企
業内保育所を2階に設置、0歳から未就学児を預かりま
す。グループ会社の㈱パソナフォスターが自信をもっ
て提案する保育カリキュラムや知育玩具、そして社員
から寄付された楽器や絵本に囲まれ、子どもたちの笑
顔があふれています。ボランティア社員による英会話
レッスンや、リトミックスなども体験できます。一般
保育の他に、お仕事探しのためのイベント参加やスキ
ルアップ研修に参加するスタッフの方の一時保育も受
け入れています。

・緑の手入れ、水遣り、清掃は社員が担当

落葉樹のフジ200本、バラ140種320本、花木と果樹、
紅葉する樹木約75種類680本がバルコニーに植えられて
います。紅葉のシーズンが終わると、バルコニーから
一斉に落葉する道路を、社会貢献委員を中心としたメ
ンバーが毎日清掃にあたります。

館内は、天井や壁の植物には「イスラエルの潅水装
置」を導入。自動潅水チューブで作物によって適切な

写真6 水田

写真7 植物工場

写真8 花畑

写真9 ファミリー保育園
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水と肥料の量をコンピュータで調整しています。この
システムを使うことにより、節水及び肥料の節約をし
ています。その他は、フロアごとに担当を決めて、社
員が水遣り清掃を行っています。
・アート村工房大手町

アート商品の企画・制作・販売を通じて障害者の自
立支援を行う「アート村工房」。裁縫が得意なメンバー

がミシンを使ってサシェやシューキーパーなど制作し
ています。併設の「アート村ショップ」では、一つひ
とつ心を込めて手作りしたアート村商品を販売してい
ます。
・イベントホールから情報発信

情報発信基地として、スタッフ・クライアントをは
じめ、学生から中高年の方に向けて毎日様々なセミナ
ー、イベントを開催しています。

写真10 バルコニー 写真13 アート工房

写真14 イベントホール

写真11 ミーティングスペース

写真12 トマトの会議室
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今回は、第23回日経ニューオ
フィス賞にてニューオフィス推
進賞、情報賞を受賞されたプラ
イスウォーターハウスクーパー
ス ジャパン（以下、PwC Japan）
の東京オフィスについて、総務
部シニアマネージャーの杉山優
子氏にお話を伺いました。

東京・浜離宮近くに構える
PwC Japanのオフィスは、短納期の移転プロジェクトの
遂行などがフォーカスされることが多いですが、今回は
移転後1年経過して感じていることから、実際に現場で
活躍されるCurrent読者の方のヒントになるようなお話
までを伺いました。

岩田
オフィス移転から1年が経った今、「良かった」と感じ

ていることを教えてください。

杉山
実際に作っておいて良かったのは、22Fのマルチパー

パスフロアです。ここは、可動式の間仕切りによってレ
イアウト変更可能な研修施設に、カフェテリア、プレイ
ルームなどを集約したエリアです。移転前は、研修施設
については予約からオペレーションまでの全てを研修部
のみで管理をし、研修目的のためのみに利用していまし
たので、仮に空いているスペースがあっても予約状況が
わらからずに使えない、という状況だったのです。

移転前に研修部と総務部で「どんなスペースが必要な
のか？」「その場所に行かなくては出来ない研修なの
か？」「PC、モバイルワーク、e-learningを上手く活用で
きないか？」「誰が管理するのか？」という議論と確認
をし続けました。その上で、今まで通り「研修センター」
と銘打ってしまえば「研修以外には使えなくなってしま
うのでは？」という危惧から、オペレーションを研修部
から総務部へ移管し、予約状況の可視化を図りしました。
その結果、研修だけでなく、「顧客企業向けセミナー」
や「インターナルの会議」「パーティー」などの用途に
も利用できる、非常に回転率の高いフロアに変貌させる
ことができました。徹底的に話し合いを進めたことが大
きな功績に繋がったと感じています。

全スタッフに対して、マルチパーパスフロアの利用機
会の可能性を広げたという意味においても、オペレーシ
ョンを総務部で引き受けたことは大きな意味がありま
す。この建物の中にPwC Japanのグループであるあらた

監査法人とプライスウォーターハウスクーパース株式会
社の2法人が入っていますが、移転後はこの2法人のスタ
ッフが相互に自由にこのフロアに出入りしていますの
で、より自然な交流が出来る場になっています。

岩田
2法人が利用されている執務スペースは、同じものな

のでしょうか？

杉山
サービスライン（監査、ディールズ、コンサルティン

グ）ごとにフロアを割り振っており、各フロアのレイア
ウトなどに若干の違いがあります。フリーアドレス制を
採用しているのですが、サービスラインごとに集合して
いることになります。PCやモバイルなど同じツールを
使って同じような働き方をしているようでも、各フロア
の雰囲気はラインによって若干異なるようですね。

その点でマルチパーパスフロアは、最初から2法人（3
サービスライン）のスタッフが利用することをコンセプ
トにしているので、合同研修会や外部スピーカーを招い
た講演会などが開催されたり、カフェテリアや自由に懇
談できるスペースに集まるなど、交流の場にもなってい
ます。どちらかの法人やラインの色に偏ることのない、
いわば「PwC Japanのエリア」になっているのではと感
じています。今回の移転コンセプトが最も花開いたエリ
アともいえるかと思います。

岩田
実際に総務部でマルチパーパスフロア（旧研修センタ

ー）のオペレーションを引き継いで問題ありませんでし
たか？

杉山
最初はオペレーションに不安がありましたが、今は予

杉山　優子 
プライスウォーターハウスクーパース株式会社　総務部シニアマネージャー 

取材・執筆：JFMA　Current編集委員　岩田　幸小里 

特集 
 
コミュニケーションで進化するプロフェッショナル・キャンパス 

Special IssueSpecial IssueSpecial Issue インタビュー 

図1 カフェテリアを備えるマルチパーパスフロア
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約も可動式の間仕切りの移動もスムーズに対応できてい
ます。

エリア内にはカフェなどの新しいコーナーもあり、当
初スタッフは「誰が使うの？」と戸惑っていた部分もあ
ったかと思うのですが、今では「誰が使ってもいいのだ」
という雰囲気が出ていて、実際に利用者も増えています。

岩田
22F以外に2社で共有しているフロアはありますか？

杉山
インフラストラクチャー部門というプロフェッショナ

ルスタッフにサービスを提供するバックオフィス系が、
1フロアに集まっています。部門ごとにエリアが分かれ
ており、そのフロアに来れば、総務、人事、経理、ITな
ど全ての相談が出来るようになっています。

岩田
既にご存知の方も多いと思いますが、オフィスを統合

する経緯を教えてください。

杉山
都内6拠点に点在していたオフィスを1拠点に集約し、

監査部門と、M&A（合併・買収）・事業再生や経営戦
略策定などを行うコンサルティング部門との間にシナジ
ー効果を生み出そう、というのが始まりです。移転準備
を推進している最中に、プライスウォーターハウスクー
パースコンサルタント株式会社（旧べリングポイント株
式会社）とPwCアドバイザリー株式会社が2010年1月1日
に経営統合して「プライスウォーターハウスクーパース
株式会社」となることが決まり、単なる移転ではなくな
ってしまいました。

バラバラにあった拠点を1つにする、というだけでは
なく、経営統合という組織の変化も視野に入れたプロジ
ェクトであった点が注目されます。

岩田
異なる組織でお互いをよく知らない中、プロジェクト

を進められるということでいろいろ意見があったので
は？

どのようなことを心がけていらっしゃいましたか？

杉山
移転プロジェクトの担当者サイドから、全社に対して

一方的なコミュニケーションをするのではなく、スタッ
フとディスカッションする形式を取りながらメッセージ
として発信していく、ユーザであるスタッフからのメッ
セージを受け取るということがキーでした。

また何より、トップマネジメントが毎回ミーティング
に参加し、その場でディシジョンメークをしていったと
いうスピードの速さと、それを各サービスラインに持ち
帰り、自らの言葉できちんと説明し伝えていったことが
功を奏したと思います。

岩田
トップの方が参画するということは珍しいですね。多

くのプロジェクトは、プロジェクト内だけで会話をして
いていざ上層部に報告すると変更になってしまうという
ことが少なくないと伺いますから。

杉山
弊社の場合、全スタッフがITツールを使いこなしてい

ますので、そのツールを用いた参加しやすい調査を設計
して、協力してもらえるように工夫をしました。例えば、
スタッフの1日12時間の行動について、時間帯ごとに、
何人で、どこで、何のツールを使って仕事をしたのかな
どについて、アクティビティ調査をしました。7日間に
わたり全スタッフを対象に実施しました。

岩田
多くの方に参加頂けたのは、うまくコミュニケーショ

ンが取れた結果なのでしょうか？

杉山
そうですね。それと、新しいオフィスへの興味と現状

への不満があったのだと感じています。だからこそ、よ
り良いものへの提案をしてくれたのだと思います。

岩田
今までPwC Japanのオフィスについて、オフィスのデ

ザイン性の面や組織の統合と合わせて移転を実施したこ
とが注目されることが多かったようですが、実際にはコ
ミュニケーションだとか、「人を大事にする」というこ
とがキーワードなのでは？と感じました。

杉山
そうですね。まず、「誰のためのオフィスなのか」と

考えると、それを利用するスタッフのためのオフィスで
すから、その声をできるだけ拾いあげるようにしました。

岩田
短期間（3カ月～半年）でプロジェクトを完遂できた

理由は？

杉山
大きな要因は、「トップマネジメントの決断の速さ」

ですね。意見がまとまらない時にも、その場でディスカ
ッションして決めていく、ということの繰り返しでした。

岩田
実際にお話を伺い、オフィスを見せて頂くと、驚くほ

ど上手く運用されているように感じるのですが、何か困
っていることはありますか？

杉山
10フロア（10階）にまたがるオフィスになり、「縦の

行き来がこんなに大変なもの」とは思っていませんでし
た。エレベータの乗り継ぎをしないと他のフロアに行け
ない場合もありますので、その際のエレベータの待ち時
間などは想定外でした。

ワンフロアでの横の移動は、自分の脚によるものなの
で待ち時間も発生しないですから不快に感じませんが、
縦の移動ではエレベータなどで強制的に待たされること
になりますので、やや不満が募るようです。移転してみ
て初めて感じた感覚でした。

その時間ロスを「もったいないな」とも感じています。

岩田
それでは、マルチパーパスフロア以外に何か上手くい

ったことはありますか？
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杉山
オフィスに導入する機材等の選定の際の工夫でしょう

か。各法人間で文化の違いのようなものがありましたの
で、会議室の液晶モニタすら導入することに対して反対
の意見もありました。会議資料のプリントアウト費用と
モニタ購入費用の比較をして検討しようという意見も出
ましたので、コスト比較をして提示しました。このよう
な工夫を1つ1つ積み重ね、より有用な機材の導入ができ
ました。

また、デジタルコミュニケーションツール（電子掲示
版）を各フロアに配置したことも良かったと感じていま
す。メールでのコミュニケーションは、文章だけで相手
の表情や息遣いがわからないということがありますが、
デジタルコミュニケーションツールを導入し、デジタル
映像を利用してトップマネジメントのメッセージを流し
たり、画像を利用して部門からのお知らせを掲載したり、
と重要なコミュニケーションツールとして活用されてい
ます。

岩田
入居する時にペーパーレスをされる企業が多いです

が、PwC Japanでは実施されましたか？

杉山
10分の1を目指して、最終的には7分の1まで削減をし

ました。

岩田
経営統合をされる中で、当然総務部も統合されたと思

うのですが、チームをまとめられる上で心がけたことっ
てありますか？

杉山
法人ごとに仕事の仕方が違うことに気がつきました。

組織的な働き方ではなく、個々が属人的な対応をしてい
るケースが多く見受けられましたので、「人で動くので
はなく、組織で動く」、つまり組織化することに取りか
かりました。総務内に小さなタスクチームをいくつも作
り、人をアサインしていきました。

その中で、「4,000人近い規模になったのだから属人的
な業務では回らない」ということを伝え、チームで働く
ように心がけました。それによって、誰が何をやってい
るかが、よく見えるようにもなりました。

岩田
ファシリティ業務をしていると、ついつい属人的にな

ってしまうこともありますよね。
もともと6拠点に別れていたことや別会社だったとい

うことから、従業員の方も相談しやすい方に話してしま
うこともあるのでしょうね？

杉山
誰に対しても同じレベルのサービスを提供する必要が

あるので、「全ての人に同じYesとNoを提供しないとブ
レてしまう」という意識をもって1本の軸を確立し業務
を進めることが大事だと感じます。

移転してきて初めて隣同士になって、今まで働いてき
た企業文化が違う中で、さあ統合です、と言われても、
皆にとってそうスムーズに事は運ばないと思います。

「外資系にいるから慣れているでしょう？」とおっしゃ
る方がいますが、そう簡単に慣れる訳がないですよね？

統合して3～5年というのは、人間関係の構築に時間が
かかるものだと考えていて、逆に上手くいかなければ統
合する意味がなくなってしまうという思いもあります
ね。その点で、私達がラッキーだったのは「統合と同タ
イミングで移転をして、みんなが同じように新しい箱

（オフィス）の中に集った」ということです。これが時
間短縮に繋がったのでは？と感じています。

岩田
杉山さんの想いで構わないのですが、実際に業務をさ

れていて移転を通じて気が付いたことなどありました
ら、教えてください。

杉山
モバイルツールなどを利用することによって、仕事は、

どこでも出来るようになりましたし、Face to Faceで話
すことも減ってきていますので、改めて、「オフィスは
何のための場所なのか？」と考えるようになっています。
さらに「コミュニケーションをもっと取ってもらい、よ
り良いオフィスにするためにはどうしたらいいのか？」
と考えると、枠は作れてもソフトの部分は人ですから、
非常に難しいと感じていますね。

併せて、このオフィスに移転してくる際にもう少し
「ホームオフィス」（在宅勤務）の観点を取り入れていた
ら、もっと変わってくる部分もあったのでは？とも感じ
ています。

岩田
タッチダウンオフィスを取り入れる企業、フリーアド

レス制を導入している会社も多いですが、想像通りの結
果を残せていない企業もあるのが現状だと思います。そ
の多くが「コストカット」といった表向きの標語にフォ
ーカスして導入したケースが多いと感じるのですが、例
えば某グローバル企業の海外オフィスで「どこでも仕事
ができるようになったけれど、どうやってコミュニケー
ションを取るのか？オフィスに来なくなったらどうする
か？」という課題を耳にしました。それについてはいか
がですか？

杉山
これは私の感覚ですが、会社の規模・スタッフの人数

とコミュニケーションの取り方には密接な関係があるの
ではないかと思っています。あまり人数が多くなると、

図2 窓際の執務スペース
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直接の会話やFace to Faceのコンタクトが少なくなるの
ではないかと、ということです。

岩田
面白いですし、何となく感覚的に想像がつきます。

杉山
「メールをした方が早い」という携帯世代もいて、当

然だと思っていた双方向のコミュニケーションが難しい
という現実もあります。

実際にオフィスでのダイレクト・コミュニケーション
のデータ結果などをみると、これは誰かがFace to Face
で話をする、あるいは携帯電話などで相手と直接話をす
るというダイレクトなコミュニケーションを推進してい
かないと、この先怖いなと感じます。メール文化を考え
直すタイミングなのでは？と感じています。

どこの企業でも、移転やレイアウト変更をする際にコ
ミュニケーションにフォーカスしますが、実態からする
とコミュニケーションの取り方に関して悩んでいるとこ
ろが多いのではないかと思います。

岩田
そうですね。メールに代表されるツールで便利になる

こともあるけれど、本来あるべきコミュニケーションに
フォーカスした方が良いのでは？ということでしょう
か？

杉山
そうですね。また、コミュニケーションエリアのこと

で言うと、オフィスを設計するデザイナーの方々に対し
て「移転時だけでなく入居後のことも考えて設計して頂
けると嬉しいな」ということを感じます。いかがです
か？

岩田
感じることありますね。

杉山
理論やヒアリング内容に基づいてハードを作り込んで

くださるのは大変ありがたいのですが、実際に運用する
ソフトは人なので、5～10年の間コミュニケーションを
取れる場所として考えて頂きたいなと感じます。

私は移転を手伝ってくださった企業の方々に「1年後、
2年後にデザインメンテナンスに来てください」とお願
いしています。なぜなら、企業である以上は少なからず

組織変更がありハードにも変更が必要になりますよね？
そこに新たにご提案いただく機会があるからなのです。
それこそ、Face to Faceでお付き合いすることでデザイ
ナーの方にとっては新たなビジネスチャンスになると思
うのです。

実は、失敗したなと感じているのはデスクの色。きれ
いなので白にしたのですが、汚れますね。汚れたままだ
と、フリーアドレス制を採用しているので、全員がきれ
いな席に座りたいという気持ちに応えることができませ
ん。そこで、3カ月に1度、総務部全員で「オフィスクリ
ーンアップ」と銘打って全フロアのデスクを拭いていま
す。総務部全員で10時間くらい掛けて清掃をしています。

岩田
最後に、今回の移転でいろんな施策が上手くいったの

はトップマネジメントが参画し、みんな同じということ
を伝え続けていったということでしょうね。

杉山
それももちろんありますが、さまざまに異なる意見の

調整を、広い視野でかつ具体的に検討した、ということ
も挙げられると思います。会議室などのモニタもその一
例で、無かったら無いで済むことも、実際に使ってみる
と便利であることを実感してもらい、しかも実はコスト
削減に繋がっている、ということを示しました。そうい
うことが良い結果につながったと思います。

岩田
私達ファシリティマネジャーは、多くの人が要望する

ことを「そうじゃないよ」と伝えることが多いですが、
それと同じくらい「いらないよ」と言われたものも、具
体的な利点を示して「必要だよ」と伝えていくことも大
事だということですよね？

杉山
そうですね。

岩田
いろいろお話を伺うことが出来て有意義でした。従業

員のためのオフィスというキーワードから始まり、実体
験に基づくお話はCurrent読者のヒントになることも多
いと思います。ありがとうございました。
※当インタビューは、2011年2月16日に実施されました。

―――――――――――――――――――――――――
東日本大震災により被災された方々に謹んでお見舞い

を申し上げます。
一日も早い復旧・復興を心よりお祈り申し上げます。

PwC Japanでは今回の地震による従業員やオフィスへ
の被害はありませんでした。 震災後、総務部では、オ
フィス内の節電対策として、空調の原則OFF設定、 執
務エリアの通路部分や日のあたる部分の消灯、複合機・
プリンター の利用台数制限や節電モードの強化などを
実施しています。また、 テナントビルによるトイレの
エアータオルやウォームレットのOFF などの省エネに
も協力しています。
―――――――――――――――――――――――――
※オフィス情報：延べ面積　1,506,656.0m2

座席数　　1968席
図3 白いデスクを配置した執務スペース
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この度の、東日本大震災で被災された皆様に心よりお見舞
い申し上げます。こうした災害に備えた常日頃からの対応
も含めてオフィスのFMは遂行する必要がありますが、今
回は全般的な論述とさせていただきます。

■FMの対象施設

「総解説ファシリティマネジメント」では、ファシリテ
ィマネジメント（以下FMと略す）を「企業、団体等が組
織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管理、活
用する経営活動」と定義し、ここでいう「施設とその環境」
をファシリティと定義している。

さらにこの定義の前段では『人々の働く「場」を経営資
源としてとらえ、活性化し、いかに経営に貢献させるかと
いうことを』FMの考え方の基本としている、と記述され
ている。これらから、「施設」という物理的空間の中＝屋
内で働く人々を対象として改めてファシリティを考える
と、働く「場」としての施設は産業により様々存在する。

日本の産業別就業者数を総務省の2011年統計で見てみる
と、第1次産業就業者は全体の3.0％、第2次産業では24.7％、
第3次産業では72.3％となっている。屋内の働く場が第2次
産業では工場であったり、第3次産業では店舗や病院や教
室であったりするとしても、やはり「オフィス」という情
報加工の場はどのような産業においても必要であり、「オ
フィス」が屋内の働く場の主とした施設に上げられること
に異論を唱える方は少ないであろう。

■ファシリティとしてのオフィス

ファシリティ＝「施設とその環境」であるから、まず物
理的空間としての施設の構成要素である土地・建物がある。

さらに「その環境」の説明として、「総解説ファシリテ
ィマネジメント」では「人が働き、利用する内部環境（中
略）施設を取り巻く外部環境（中略）さらに（中略）コン
ピュータネットワークを利用する情報環境がある」と解説
している。

そうすると、ファシリティとしての「オフィス」は、実
際に人々が働く個々の物理的空間（床、壁、天井で囲まれ
た空間）と共に、その内部環境（空調、温湿度、照明、音
環境、臭気環境など）や地球環境問題対応、情報環境など
も全て含んだ「場」ということになるのである。

そして、働く人々の「場」としての物理的環境を構成す

る要素として、働くための支援ツールとしての什器備品や
その配置具合、空間のセキュリティのための設備や機器類
とその配置も対象になる。

■オフィスのFM

日本の企業・団体においては、オフィスを管理する担当
部門は総務部であることが多い。では現状、総務部で行っ
ているオフィスの維持管理はFMなのか？というと、確か
にFMである。

しかし欧米のFM部門が実践しているFMと、日本の一般
的な総務部が実践しているFMには、違いがある。

まず、FMの概念は、戦略型の経営手法に基づいている。
欧米のFM部門には戦略部門が内在し、「投資」の概念があ
る。日本では、大規模な施設改修や新築・移転などは経営
企画部門が計画し、検討が始まると総務部から社員は出す
が、全社的プロジェクトが組まれてプロジェクトリーダー
は総務部の社員ではないことが多い。つまり運営維持管理
だけの部門なのである。維持管理に関しては「費用」＝コ
ストとして扱われ、問題が発生したら受動的・営繕的に対
処していくので不急事項は後回しになる。
「投資」を行うには戦略や企画・計画が必要になり、リタ

ーンとしての付加価値や効果を計る。維持管理においても、
将来を見越して調査分析し、問題発生の可能性を追求し、
未然に防ぐ措置を取ったり、現状維持ではなく、常に最適
化を追求して検討するのである。つまり能動的なのである。

2つ目として、戦略を練るためには、情報やデータの一
元管理による分析が必要である。問題発生対処療法型は部
分最適でもよいが、未然防止型は課題の発見が必要であり、
課題が多い場合には優先順位をつけた対応が必要である。
そして大きな投資を行うのであれば、全体最適を求める計
画が必要である。課題が見つかり、解決策を考えていく手
法としてFMではベンチマーキング手法を使っている。当
該オフィスと近似した条件下で最適な結果を出している事
例（＝ベストプラクティス）を目標とし、ベストプラクテ
ィスに向かって、現状を変更していく手法がベンチマーキ
ングであり、欧米のFM部門はこの手法を活用することが
多い。当該オフィスの前年実績や前例などを検討材料とし
て計画を立てることが多い日本とは大きな違いである。

3つ目に、目標を決めたら達成時期を決め、一定の単位
期間毎のマイルストーンを設定して時間軸での計画を立て
る。期間単位で計画と実施後にどのような差異があるの
か？その原因は？などを分析評価し、次の期間での修正目
標にしていくことになる。これがPDCAのサイクルと呼ば
れる業務遂行のパターンであり、ISOの各種認定業務がこ
のPDCAのパターンを踏襲しているのと同様、FMでも
PDCAを業務遂行サイクルとしている。

以上大きな違いを3点挙げてみたが、皆さんのオフィス
のFMはどうだろうか？

（出典）・「総解説ファシリティマネジメント」、2003.1日本
経済新聞社発行

・総務省「労働力調査」平成23年2月速報

オフィスのFM

コクヨ北関東販売株式会社
取締役

一箭　憲作
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お知らせ

■ JFMA ウィークリーセミナーのご案内

“FMを究めよう”
2011年5月～7月予定 2011年5月16日現在

※各回の定員は30名。時間は18時～19時30分予定。開催場所は原則JFMA会議室。

※参加費は会員2000円、一般3000円です。当日は現金又は回数券にてお支払い下さい。

※受講者はファシリティマネジャー資格更新ポイントを１講座につき１ポイント取得できます。

ご希望の方は当日ポイントカードをご持参ください。ポイントカ－ドをお持ちでない方は、当日受付にて新規交付を受けられます。

５
　
　
月

5月25日（水）

地球環境問題の動向と環境ISO

（社）日本能率協会　審査登録センター
笹森　幹雄　氏

WS0377

第2回

６
　
　
月

第1回

6月1日（水）

デューデリジェンスと
エンジニアリングレポート
［3月23日より延期］

（株）アースアプレイザル
山縣　滋　氏

WS0378

6月8日（水）

2011年 東北地方太平洋沖地震
の特徴について

応用地質（株） 地震防災部
松山　尚典　氏

WS0379

6月22日（水）

今からでも遅くない！
多拠点の耐震対策方針と実践の考え方

いのうえFMコンサルティング
（元パナソニック）
代表　井上　英夫　氏

WS0380

第2回 第3回

７
　
　
月

第1回

7月6日（水）

広域災害時における
企業・施設の危機管理対策

（株）セノン
上倉　秀之　氏

WS0381

7月13日（水）

IPv6時代のユビキタス環境と
ファシリティーズ・ネットワーク

［4月13日より延期］

（株）ユビテック GREEN ITタスク
伊藤　公祐　氏

WS0382

7月27日（水）

［調整中］

WS0383

第2回 第3回
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■JFMACurrent  No.163/5月号 

今月号のJFMACurrentは、当初予定されていた
5月号の編集企画を、急きょ、一部変更いたしました。
今年の春は、日本のみならず世界中の人々にとっ
て深く考えさせられる禍が続いています。自然の力
について、人智の浅はかさについて、そして生命の
逞しさについて謙虚に思いを巡らし、明日への希望
を見出さなければなりません。企業や個人は、各々
がやるべきことを見つけて同じ方向に向かって行動
を起こしました。これから先、私たちファシリティ
マネジャーには、考え、行動しなければならないこ
とが山積しています。日本を強く支えていくために、
知恵や技術を持ち寄り、広く伝えていく場として
Currentが活用されることを強く願いながら、発刊
いたします。
最後になりましたが、被災された方々の生活が少
しでも早く立ち直り、心の中に新緑の眩しい季節が
訪れますように祈っております。

（野瀬かおり）

編集後記


	05月表紙1
	02-03会長挨拶CID
	04-11緑川氏CID
	12-13鯨井氏CID
	14-17羽村氏CID
	18-21井手氏CID
	22-25山口氏CID
	26-29杉山氏CID
	30KeyWordCID
	31お知らせCID
	05月表紙4

